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平成 29 年度 都道府県単位保険料率の変更についての支部長意見 

保険料率については、【資料１－１】 平成 29 年度 都道府県単位保険料率の決定について（案）に基づいて記載。なお、（ ）内については、平成 28 年度の保険料率を記載。  

支部名 支部長意見 評議会意見 

北海道 １０．２２％（１０．１５％） 

◆意見 

１．都道府県単位保険料率の算定方法に対する支部評議会の意見 

 現行の算定方法における都道府県単位保険料率は、都道府県単位の医

療費を反映した料率の設定がされており、各支部は医療費適正化に向け

て保険者機能の強化・発揮や保健事業等の取り組みをすすめているとこ

ろである。 

 しかしながら、医療費は各都道府県の医療供給体制、老齢化の進展、

先進医療による医療費自体の高額化、地理的事情等の要因でほぼ決定さ

れており支部の努力のみで大きく左右できる性質のものではなく、その

ような要因が現行の算定方法に十分に反映されているとは言い難い。 

現行の仕組みの中で、毎年、都道府県単位保険料率について議論を重

ねるだけでは根本的な問題解決には至らないことから、競争原理の視点

のみではなく、支部間格差に上限を設ける等の対策について検討を行う

とともに、協会けんぽに対する国庫補助率 20％への実現を継続的に訴

えるべきである。 

公的医療保険制度は相互扶助であることも踏まえると、医療費をもと

に都道府県ごとの保険料率を決定する現在の方法について検証すると

ともに、加入者及び事業主が納得できる保険料率を決定する仕組みが整

備されるまでの間は、全国一律の保険料率に戻すことも検討するべきと

考える。 

また、高齢者医療制度や国庫負担の在り方を含めた抜本的な改正、中

小企業に対する政策面での支援等を、関係方面に対して強く意見発信し

 

◇意見 

【評議会意見】 

 平均保険料率は 10％に据え置き、激変緩和措置は均等に解消に向

けて進めていく。保険料率の変更時期は 4月で良い。 

 医療費の多寡は地域の医療供給体制、老齢化の進展、先進医療に

よる医療費自体の高額化等の要因でほぼ決定されており、支部の

努力のみで抑えられるものではない。それを保険料率に反映させ

て各支部に引き受けさせる事が本当に適切であるのか検討するべ

きである。また、現在の仕組み自体に構造的な問題点があると考

える。 

 

【事業主代表】 

 毎年保険料率が変わり企業の事務負担が増えると、経費の高騰に

も繋がり結果的に経済全体に影響が出る。保険料率は基本的に

10％を厳守していただきたい。 

 国は社員の給料を上げるように言っているが、そうすると事業主

の負担が増えてしまい、結果的に雇用も伸びなくなってしまう。

これ以上の負担に耐えられる事業主は多くないと考えているの

で、保険料率は何とか現状維持していただきたい。 

 医療費で支部間の格差がある中で、地域的な事情を抱えている支

部は現行制度によるマイナス部分が多い。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

ていくことが必要であると考える。 

 

２．当職の意見 

（１）平均保険料率について 

当支部の保険料率は、既に加入者にとって負担の限界を超えた水準

に達している。それに加えて、激変緩和措置が解消に向かう事により、

当支部の保険料率はさらなる上昇が見込まれている。当支部として

は、平均保険料率を引き下げることで都道府県単位保険料率にも反映

させ、加入者の負担を軽減していただきたいと考えている。 

しかしながら、協会けんぽの今後 5年間の収支見通しを踏まえた場

合、一時的に平均保険料率を引き下げたとしても、将来的に再び引き

上げざるを得ない事態になることは明らかであり、可能な限り平均保

険料率が 10％を超えないようにするため、中長期的な視野に立って

検討する必要がある。 

 

（２）都道府県単位保険料率を考える上での激変緩和措置について 

都道府県単位保険料率は、医療費によるところが大きいが、上記１

のとおり、医療費は様々な要因で構成されており、保険者の医療費適

正化に向けた努力だけでは解消できない地域差があることについて

支部評議会から指摘をいただいている。 

加入者の急激な負担増を避けるためにも、激変緩和措置の解消は可

能な限り緩やかに進めていただきたい。 

 

（３）保険料率の変更時期について 

保険料率の変更時期については、平成 29 年 4 月とすることに異論

はない。 

 保険料の拠出は基本的に平等であるべきである。 

 

【被保険者代表】 

 激変緩和措置が解消されれば保険料の高い支部と低い支部で 1％

くらいの差ができてしまうと考えられる。この状態が通常とされ

てしまうのは大変なことであり、制度的に何等かの対策が必要で

ある。 

 平均保険料率 10％維持でよいという意見が大半だと思うが、2 年

前に国庫補助率16.4％であるところを20％にしてほしいという大

会を開いた意味をもう一度考え、料率の高い支部が補助を受けら

れるような政策を立てていただきたい。 

 保険料率の地域格差について、頑張っている支部の保険料率が下

がるのは結構だが、保険料率が高い支部がそのまま上昇し続けて

いくという状況は看過できるものではなく、何らかの対策が必要

である。 

 保険料率は現状の水準を維持する必要がある。ただ、このような

議論をいつまでも続けるのではなく、医療保険制度自体をどう考

えるかという視点での議論を国レベルでしっかり取り組むべきで

ある。 

 医療費適正化計画の策定にあたり、協会けんぽとしても計画を作

る立場の行政に対して意見を提言する、という考え方をもつべき

である。 

 協会けんぽは中小企業のセーフティネットとしての役割から、中

小企業の保険料負担を軽減するという政策的な対応を検討するよ

う、国に対して意見発信するべきである。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

（４）北海道支部の都道府県単位保険料率について 

北海道支部の平成 29 年度保険料率を 10.22%とすることについて

は、やむを得ないものと考えるが、現在の仕組みの中で、将来にわた

って加入者及び事業主の保険料負担が耐えられるか懸念を抱いてい

る。 

したがって、都道府県単位保険料率について毎年同様の議論をする

だけでなく、その算定方法の検証、加入者及び事業主が客観的に納得

できる仕組みの整備、また拠出金負担を含めた公的医療保険制度の見

直し等について関係方面に意見発信していただけるようご検討をお

願いしたい。 

 

【学識経験者】 

 平均保険料率は短期的な視点ではなく、中長期的な視野に立って

考えるべきであり、現在の水準を維持するべきである。 

 保険料率決定の元になる医療費は、高齢者の人数や医療提供体制

の違い等、協会の努力と関係なく決定されている部分が大きい事

を考慮すべきである。 

 本来、社会保障は国の責任で実施するべきものである。まずは国

庫補助率が 20％になるよう要求し、ひいては全国一律の保険料率

になるよう意見を出すべきである。 

 医療提供体制や医療アクセスに差があることや相互扶助の観点か

ら全国一律の保険料率が望ましいと考えており、現状としては激

変緩和措置を維持していただきたい。 

 現在の仕組みでは数年後に財政が危機的な状況に悪化する見通し

であることから、単年度収支均衡の原則や医療費をもとに都道府

県単位保険料率を決定する方法などについて根本的に見直すこと

が必要だと考えており、協会けんぽの様々な取り組みにおいて現

在の仕組みの中での医療保険制度だけではなく社会保障・高齢者

医療制度をどう持続可能にするのかという観点からの検討を求め

ることが必要ではないか。 

青森 ９．９６％（９．９７％） 

◆意見 

◆ 当支部においても、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る赤字構造に変

わりなく、かつ依然として改善の兆しを実感し難い地域経済情勢等を勘

案した場合、僅かに 0.01％とはいえ保険料率が引き下げられる見込み

 

◇意見 

● 当評議会としては、中長期的に安定した財政運営を続けるために、平均

保険料率を１０％に維持すること、また、青森支部保険料率の試算結果

について、やむを得ないと考える。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

にあることは、加入者・事業主の双方にとり、相対的に好ましい結果と

なったものと思料いたします。 

よって、青森支部に係る平成 29 年度保険料率の変更については妥当で

あり応諾すべきと考えます。 

◆ なお、来年度も準備金残高が更に積み上がると試算されており、加入

者・事業主への説明責任を果たす上で、準備金の適正な積立て水準の在

り方を検討すべきと思料いたします。 

 

● 加入者にとっては、保険料率が下がった方が望ましいが、医療費の伸び

や今後の経済情勢などの不確定要素も多く、現時点で引き下げるという

選択をするよりも、将来１０％を超えないでほしい、維持し続けてほし

いという考えの方が強い。ただし、状況によっては引き下げるというこ

とも念頭において来年度も議論していただきたい。 

● 青森支部の保険料率は３年連続で引き下げとなり１０％を下回るが、他

方で１０％を超えている支部もある。都道府県支部単位で保険料率を設

定する以上、差が生じることはやむを得ないことだが、協会全体でのバ

ランスを見直す必要もあると考える。 

岩手 ９．８２％（９．９３％） 

◆意見 

当支部の平成 29 年度における都道府県単位保険料率について、支部評

議会において意見を聴取した結果、岩手支部保険料率を 9.82％とすること

について異論はなく賛同を得たことと、また、その他意見を踏まえ、以下

の通り当職としての意見を申し述べます。 

 

岩手支部加入事業所の大半を占める中小事業所においては、全国的にも

低い賃金水準にある当県の実情がより強く反映され、いまだに景気回復を

実感できる状況にはありません。そのような状況下において、平成 29 年

度の岩手支部保険料率が前年度比マイナス 0.11％の 9.82％に引き下げる

ことは、望ましいものと感じております。 

協会けんぽの財政構造は、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る脆弱性が

依然として解消されておりません。加えて賃金や加入者数の動向、更に医

療費、特に高額薬剤の動向などの予想が正確に見定められない状況であり

ます。また、先般の医療保険制度改革において、協会けんぽに対する国庫

補助率が期限の定めなく 16.4%とされたことは、協会けんぽが置かれた厳

 

◇意見 

・岩手支部の保険料率が 9.82%になる事については、今年度と比べ低い料

率となっており、特段の異論はない。 

 

・２年連続の引き下げとなり、保険料を負担する側として評価すべきもの

である。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

しい財政状況を考慮した処置であったと思料します。これらの状況に鑑み

ると、中長期的に安定的な財政運営を見通せることが重要であると考えま

す。 

 また、一方で各支部評議会の意見では平均保険料率の 10%の維持と引下

げの意見が拮抗しており、運営委員会における意見についても両論併記さ

れている状況となっております。これらは主に、単年度収支均衡と中長期

的財政の安定化のどちらを重視するかという考え方の相違によるもので

あり、いずれか一方の意見が正しいというものではないため、両意見につ

いて十分に尊重されるべきものと考えます。 

理事長が上記意見等を総合的に勘案した結果、平均保険料率 10%に据え

置きと判断された事について、当職としても苦渋の決断と理解しておりま

す。 

なお、次年度以降の平均保険料率の議論においては、10%の維持は前提

とせず、協会の収支状況、経済状況、評議会意見等を総合的に判断し、状

況によっては保険料率の引き下げも含めた慎重な議論が行われることを

希望します。 

宮城 ９．９７％（９．９６％） 

◆意見 

１．都道府県単位保険料率について 

宮城支部の保険料率は算定の結果、平成 28 年度より 0.01％引き上げの

9.97％となります。平成 28 年 10 月 25 日付本部へ提出した「平成 29年度

保険料率に関する評議会での意見」においても黒字基調で、且つ準備金残

高が法定準備金をはるかに上回っている現状等を踏まえ、平均保険料率の

引き下げを訴えてきたところでありますが、結果として、全国平均保険料

率 10.00％が維持され、宮城支部の保険料率は現状の保険料率を維持する

どころか、引き上げに至った点については受け入れがたいと考えます。 

 

◇意見 

1. 平均保険料率について 

（引き下げに関する意見） 

【第 3回評議会】 

 今回の 5 年収見通しでは平均保険料率 10.0％とした場合、いずれのケ

ースにおいても平成30年度まで準備金がある程度まで積み上がる傾向

がみられる。また、法定準備金を超える準備金が積み上がっていく場

合に、新たな超過分の国庫補助相当額を翌年度減額する特例措置もあ

る。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

中長期的な視点から安定した財政運営を目指していくことは、協会が担

っているセーフティネットとしての役割、また、それを果たすために国庫

補助が投入されている点から、加入者、事業主の理解を得られると考えま

すが、平均保険料率の引き下げを行う余地があったにもかかわらず、

10.00％を維持したことは、宮城支部の評議会の意見に背反するものであ

ります。 

どのような状況下であれば平均保険料率の引き下げがなされるのか、準

備金を取り崩すのかの判断基準も明確ではなく、また、それに対する議論

もされておらず、協会財政の脆弱性、医療費の動向にかかる不確定要素、

過去の準備金の状況等を示すのみでは説明責任を十分に果たしていると

は言えないのではないかと思料いたします。 

 

２．都道府県単位保険料率の支部間格差について 

中長期的な視点に立って安定した財政運営とするために、平均保険料率

10.00％を維持したものでありますが、平成 29年度保険料率においてはす

でに 21 の支部において保険料率 10.00％を超過し、最も高い保険料率の

支部と最も低い保険料率の支部の差は平成 28 年度と比較して、0.24％も

拡大し、その格差は 0.78％となっております。 

協会の財政運営の持続可能性は十分に考慮しなければなりませんが、約

半分にあたる都道府県支部で保険料率 10.00％を超過している現状は、加

入者全体で支えあう「共助」という医療保険の性質からかい離しているの

ではないかと考えます。 

都道府県単位保険料率は、年齢調整・所得調整が加味されているとはい

え、保険料率を算定するための基礎となる医療費は様々な要因で構成さ

れ、保険者、加入者、事業主の取り組みが医療費に与える効果は極めて限

定的であります。 

このことを踏まえ、平均保険料率 10.0％の維持ではなく、準備金を

減らして、ある程度平均保険料率を引き下げる方向で検討したほうが、

よろしいのではないかと考える。 

 

 法定準備金を超える準備金が過剰に積み上がっている現状を加入者側

からみると、少しでも保険料を下げていただきたいと考えるのではな

いか。 

 

【第 4回評議会】 

 前回評議会の資料においてもここ3～4年については準備金残高がある

程度積み上がっていく見通しが立っているにもかかわらず、今回も全

国平均保険料率 10.0％を維持するということになると、10.0％からの

引き下げはあり得ないのではと感じる。 

 

 全国平均保険料率を引き下げる余地があるにもかかわらず、引き下げ

をしないというのは加入者、事業主から準備金を過剰に積み上げてど

うするのか、という疑問の声にもつながるのではないか。 

 

 準備金残高がこれだけ積み上がっているのであれば、平均保険料率の

引き下げも考えるべきではないのか。 

 

 引き下げることが出来る時は引き下げるべきであると考える。これだ

け準備金残高が積み上がっているのであれば、国庫補助率 16.4％から

の減額という議論も出てくるのではないか。 

 

【第 5回評議会】 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

また、医療費適正化に影響を与える医療提供体制について、各支部で積

極的に都道府県等に意見発信をしているものの、医療費縮減という結果と

して反映されるには相当の年月を要すると考えます。 

更に、現在検討されているインセンティブ制度の導入については、支部

間の保険料率により一層の差を設けていくのであれば、加入者、事業主が

納得して保険料を負担いただけるような新たな仕組みの構築が求められ

るのではないかと思料いたします。 

 

３．準備金について 

中長期的視点に立った財政運営を行っていくという考え方は加入者、事

業主の理解を得られるものの、全国平均保険料率 10.00％を維持すること

により、平成 29 年度予想される準備金残高は 2 兆 113 億円にものぼり、

法定準備金を大幅に超過するという状況については、健康保険制度の単年

度収支均衡の原則からも納得を得ることは難しいと思料いたします。 

実際に、支部評議会においても平均保険料率の引き下げに準備金を活用

するという選択肢は、今後もありえないと協会は考えているのか、という

厳しいご意見も頂戴しております。 

準備金残高が法定準備金を大幅に超過する現状から、保険料率引き下げ

を望む加入者、事業主は多く、準備金の取り崩しと適正な残高の在り方に

ついての議論を次年度は早い時期から進めていく必要があるのではない

かと思料します。 

 

４．国庫補助率について 

支部評議会の中には国庫補助率が当分の間 16.4％と言いながらも、減

額特例措置により実質的には 16.4％の国庫補助率となっておらず、苦し

い経営状況のなかで納付している保険料が国に召し上げられているとい

 ある程度の期間のなかで協会財政の安定化を図ることが必要であるこ

とは理解できるが、準備金が過剰に積み上がっていく中で、いつまで

も平均保険料率 10.00％を維持していくのは、協会けんぽへの不信感に

も繋がるのではないか。 

 

 運営委員会で本部の小林理事長は「可能な限り長期に亘って負担の限

界である平均保険料率 10.00％を超えないようにする必要がある。」と

発言されているが、どこまでは全国平均保険料率 10.00％を維持してい

く等、明言していただいたほうが、加入者、事業主からも納得が得ら

れるのではないか。 

 

 また、運営委員会の意見の中に、厚生労働省側の単年度収支均衡に対

する考え方について記載されているが、この発言には厚生労働者側が

初めから平均保険料率 10.00％を維持しよう、という意思が感じ取れ

る。 

 

 本部の小林理事長の平均保険料率 10.00％に決定した説明は、加入者、

事業主から見ると納得できるものではなく、また、準備金残高の取り

扱いについても分かりづらく、中途半端な説明であったと考えるので、

非常に残念である。 

 

（その他の意見） 

【第 3回評議会】 

 準備金が多く積み上がっていくことは安心感にもつながるが、準備金

を法定準備金の 3 倍も 4 倍も積み上げていく意味があるのか疑問であ

る。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

う意識も少なからず存在します。 

 現在の平均保険料率 10.00％を上限とし、準備金残高の水準も慎重に見

込んでいく必要があるというのであれば、協会の単年度収支が赤字に転落

する可能性が高くなった段階においては、保険料率の引き上げや準備金残

高の取り崩しという方法で赤字を補てんすることを検討する前に、法律の

上限である、国庫補助率 20％への引き上げに向けた、積極的な要請活動

を行うべきであると考えます。 

 

５．激変緩和措置について 

激変緩和措置については年齢調整及び所得調整後の保険料率の状況に

より各支部によって意見は異なると思われますが、相互扶助の観点からも

5.8／10 としたその後も 1.4／10 の同一幅での均等引き上げを計画的に実

施し、平成 32年 3月にこの措置を終了すべきであります。 

 

６．変更時期について 

変更時期については、4月納付分からとしていただきたいと考えます。 

 

以上、評議会で議論した内容を踏まえ申し述べましたが、最終的に平成

29 年度宮城支部保険料率について支部長意見を申し述べます。 

 

平均保険料率 10.00％を維持し、結果として準備金残高が平成 28 年度

より 2,419 億円増加の 20,113 億円となる見込にもかかわらず、宮城支部

保険料率が0.01％引き上げになるということについて宮城支部の加入者、

事業主の理解を得ることは困難であり、受け入れがたいと考えます。 

平成 29 年度の宮城支部保険料率につきましては、引下げ、あるいは最

低限、現状維持の保険料率とすることが妥当であると思料いたします。 

 

 法定準備金残高を超える準備金が 2ヶ月を超えて、3ヶ月以上積み上が

っていくと社会的にも説明が難しいのではないか。 

 

 単年度収支均衡の原則に則り、均衡保険料率で全国平均保険料率を設

定するのか、法定準備金を超える準備金を取り崩して全国平均保険料

率を引き下げるのか、あるいは、現状の全国平均保険料率 10.0％を維

持して安定的に推移させるか、様々な意見があるかと思うが、準備金

残高が法定準備金の 2 倍以上になるのは、事業主、加入者への説明が

つかないのではないかと感じる。 

 

 平均保険料率についても様々な考え方があるが、少なくともこれ以上

は、加入者、事業主の負担が増えないようにしていただきたい。 

 

 5 年収支についても複数のパターンを提示いただいたが、5年間を見通

すことは難しく、2～3 年程度の期間で保険料率を考えるのが妥当なの

ではないか。 

 

【第 4回評議会】 

 準備金の取り崩しが可能な条件とは何なのか抽象的である。そもそも

準備金はいざという時に活用するためにあるということは理解できる

が、いつになったら準備金の取り崩しができるのか理解出来ない。 

 

 保険料率についてはもう少し弾力的に引き下げることが出来る時は引

き下げる、引き上げるべき時は引き上げる、というスタンスで臨んで

いただきたい。 



 

   9 

 

支部名 支部長意見 評議会意見 

どのような状況下であれば平均保険料率の引き下げがなされるのか、準

備金を取り崩すのかの判断基準が明確ではなく、また、それに対する議論

も行われていない現在の状況では加入者、事業主から協会に対する不信感

にもつながるのではないかということを懸念します。 

なお、平成 30 年度平均保険料率の議論にあたっては、先に申し述べた

事項を早い時期から検討していくことを望みます。 

 

【第 5回評議会】 

 黒字基調で、かつ法定準備金を超える準備金が積み上がっている現状

を見ると、国も国庫補助の必要性について疑問視するのではないか。 

 

 準備金残高の上限を決めることはできないのか。そういうルールを作

っておかないと、将来の協会財政への不安、医療給付費の伸び等を理

由に、全国平均保険料率 10.00％を維持していくことが続いていくとい

うふうに感じる。 

 

 準備金残高の上限を決めて、上限を上回った部分を保険料率の引き下

げ等に活用していくということならば、保険料を納めている加入者も

納得できるのではないか。 

 

 単純に比較できるわけではないことは理解しているが、介護保険料率

の計算方法は単年度で収支が均衡するように設定するため非常に分か

りやすい。健康保険料率についても分かりやすい制度設計とすれば、

加入者への説明もしやすくなるのではないか。 

 

 準備金残高の取り扱いが非常に曖昧であると感じている。 

 

 保険料を支出する側からすると、いくらかでも保険料率を引き下げて

いただきたいという意見は当然であり、準備金残高の活用方法等、十

分に議論していかなければならないと考える。 

 

2. 宮城支部保険料について 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

【第 5回評議会】 

 事務局の説明から全国平均保険料率 10.00％を維持するということは

全く理解できないわけではないが、事業主、また保険料を納めている 1

人の加入者の立場からみても、保険料を引き下げることができる時に

は、引き下げていただかないと納得できない。 

 

 加入者、事業主が努力して準備金を積み上げているにもかかわらず、

保険料率の引き下げを図らないということに、釈然としないものがあ

る。 

 

 大部分の被保険者は保険料率について引き上げになる、引き下げにな

るという事実しか分からないと思うが、黒字基調で、かつ法定準備金

を大幅に上回る準備金が積み上がっているにもかかわらず、保険料率

が引き上げになるということでは、加入者から納得を得ることは難し

いのではないか。 

 

 平成 29 年度宮城支部の健康保険料率は 0.01％引き上げの 9.97％とな

るわけだが、評議会では全国平均保険料率が決定され、算出方法に乗

っ取って計算した結果、宮城支部の健康保険料率が何％になったとい

うことだけで、平成 28 年度健康保険料率 9.96％をなぜ維持できないの

か等、具体的な保険料率を何％にするべきだという議論が全くできな

い。そのため、何のために評議会で意見を申し述べているのかという

気持ちになる。 

 

 宮城支部の平成28年度保険料9.96％を維持できない理由も今回の説明

では理解できない。また、当然のことながら、宮城支部の健康保険料
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支部名 支部長意見 評議会意見 

率が 0.01％引き上げになるという、今回の決定も納得できないもので

ある。 

 

3. 激変緩和措置について 

【第 3回評議会】 

 急激な激変緩和率の上昇は保険料率が高い支部のことを考えると難し

いのではないか。平成 32 年 3 月 31 日までの期日のなかで、相互扶助

の観点からも保険料率が高い支部も負担感が増えないように、準備金

残高の適正なあり方を含めて検討していくべきではないか。 

 

 激変緩和措置については、未だに都道府県単位での保険料率の差が大

きいことを考慮し、相互扶助の観点からも、平成 29 年度についても本

年度と同様、可能な限り小さな幅となるようにするのか、あるいは、

法定準備金を超える準備金を活用して、激変緩和率の引き揚げを図り

激変緩和措置の早期解消を図るという 2 つの考え方があるが、平均保

険料率の考え方と同様に加入者、事業主の皆様の負担が急激に増えな

いようにしていただきたい。 

 

4. 変更時期について 

過去の例に則り、4月納付分からとしていただきたい。 

 

5. これまでの評議会での議論を踏まえた最終的な議長のまとめ 

激変緩和措置について 

 年齢調整、所得調整後の各支部の保険料率の状況により意見は異なる

と思われるが、宮城支部評議会としては、これまでの評議会意見と同

様に、都道府県支部間での保険料率の差が大きいことを考慮して、相
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支部名 支部長意見 評議会意見 

互扶助の観点から可能な限り小さな幅とし、運営委員会でも示されて

いる 5.8/10 を支持し、その後平成 31 年度末まで同一の幅で計画的に

引き上げを行うことが妥当であると思料する。 

 

宮城支部の保険料率について 

 宮城支部評議会としては、黒字基調で、且つ、準備金残高が法定準備

金をはるかに上回っている現状等を踏まえ、平均保険料率の引き下げ

を一貫して訴えてきたところであるが、結果として、全国平均保険料

率 10.00％が維持され、宮城支部の保険料率は現状の保険料率を維持す

るどころか、引き上げに至った点については受け入れがたいと考える。 

 

 中長期的な視点から安定した財政運営を目指していくことは、協会が

担っているセーフティネットとしての役割、また、それを果たすため

に国庫補助が投入されている点から、加入者、事業主の理解を得られ

ると考えるが、平均保険料率の引き下げを行う余地があったにもかか

わらず、10.00％を維持したことは、宮城支部の評議会の意見に背反す

るものである。 

 

 どのような状況下であれば平均保険料率の引き下げがなされるのか、

準備金を取り崩すのかの判断基準も明確ではなく、また、それに対す

る議論もされておらず、協会財政の脆弱性、医療費の動向にかかる不

確定要素、過去の準備金の状況等を示すのみでは説明責任を十分に果

たしているとは言えないのではないかと考える。 

 

 準備金残高が法定準備金を大幅に超過する現状から、保険料率の引き

下げを望む加入者、事業主は多く、準備金の取り崩しと適正な残高の
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支部名 支部長意見 評議会意見 

在り方についての議論を次年度は早い時期から進めていく必要がある

のではないかと考える。 

秋田 １０．１６％（１０．１１％） 

◆意見 

１ 平成２９年度秋田支部保険料率  １０．１６％  

（前年度 10.11％ に対し、0.05％ 引上げ） 

 

２ 支部長意見 

（１）都道府県単位保険料率について 

支部保険料率は、３年連続の引き上げ（26年度(10.02％)から、通算で

0.14％の引き上げ）となります。地元企業の経営環境改善への動きが依然

として乏しく、全国の中でも低い賃金水準にある当県の状況等からして、

今回の引き上げも心底から厳しいと言わざるを得ませんが、現行の保険料

率算定の仕組みの中で出された数字であり、この段階に至っては止むを得

ないものと判断いたします。 

なお、現行制度については一定の理解を示しながらも、経営面で余裕の

ない企業が多く事業所数の減少も危惧される中で、支部保険料率が平均保

険料率と乖離し、かつ、上がり続けることに対する不満・不安や、地域の

実情を踏まえた制度設計見直しの必要性について評議会の場で言及され

ております。これらの意見を踏まえるとともに、加入者・事業主への説明

責任を果たしていく観点から、今後、以下の点について議論を進めていた

だくよう要請いたします。 

① 今後も確実に進む保険料率の支部間格差拡大は容認できない、事業へ

の影響も大きいものがあり歯止めをかける必要があるとの意見に対す

る考え方について 

② ２９年度で２兆円まで積み上がる見込みの準備金の適正な水準や取

 

◇意見 

１．秋田支部の保険料率について 

○健康保険料だけではなく、そのほかの保険等の負担も上がってきている

状況が続いている。地方（秋田県）は小さな企業が多いため、経営面で

余裕のない企業が多く、県内の事業所数が 10 年後には 2 割程度減る試算

もされている。単純な医療給付費と年齢調整や所得調整からだけでは解

決できるものではなく、地域の実情を勘案した公平性を考え、長期的に

持続可能な制度設計が必要である。保険料率の上昇を抑えていかなけれ

ば経営が成り立たなくなる。全国平均保険料率は維持されても、保険料

率が毎年上がり続けることは容認できない。【事業主】 

 

○事業においても地域格差はますます広がっている。健康保険料率の格差

も事業への影響が大きく、保険料に対する支出の差が大きくなれば競争

力を失うことにもなりかねない。 

最低賃金や給与は上昇しているが、健康保険料を含むその他の支出が増

えているため、実質的な収入は減っている。準備金が１兆円を超えて増

えている状況を考えると、平均保険料率を下げる方向で検討する時期に

きていると思う。【事業主】 

 

○協会けんぽ設立当初は準備金が無くなりそうであるという所から始ま

り、当初の保険料率は 8.2％であった。毎年の料率改定に携わってきたが、

支部の取組みにより、着実に進んでいる部分もあるが、その取組みだけ

ではどうにもならない面もある。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

り崩しに対する考え方について 

 

（２）２９年度平均保険料率について 

一人当たり医療費の伸びが賃金の伸びを上回る状況や、加入者数や賃金

の動向が不確定であることなどから、協会の財政見通しは慎重に考えざる

を得ないこと、また国庫補助に対する国の姿勢や他の医療保険者への影響

等を勘案すれば、協会として 29 年度平均保険料率 10.00％維持に至った

ことについても、小職としては止むを得ないものと考えます。なお、当支

部をはじめ平均保険料率の引き下げを要望する多くの意見がありますの

で、30 年度保険料率の検討に際しても、そうした意見にしっかりと耳を

傾けていただき丁寧な議論が進められるようお願いいたします。 

 

 都道府県単位保険料率について、支部評議会の意見を聴取したところ、

評議員意見は左記のとおりです。 

 

健康保険料だけでなく、介護保険料負担もたいへん重いので、企業、お

よび個人の負担をできるだけ和らげる施策を講じていただきたい。      

【被保険者】 

 

○以前に介護サービス料の引き下げがあったが、途端に介護施設の経営破

綻が起こったということがあった。現在の制度の中では、平均保険料率

が維持されても保険料率が上がり続けることはやむを得ないこと理解し

ているが、健康保険料、介護保険料が即経営や生活に結びついているこ

とを十分理解した上で判断を行っていただきたい。【学識経験者】 

 

２．激変緩和率について 

○保険料率が高い支部にとって激変緩和措置は必要であり、急激に保険料

が上がることは容認できない。できるだけ緩やかに本来の保険料率に近

づけていってほしい。【事業主】 

 

３．その他 

○消費増税が 2 回延期されているが、社会保障財源としている消費増税の

財源の中で、協会けんぽに対する配分も検討されるべきであるので、中

小企業の疲弊している状況を訴えていかなければならない。そのために

も、国庫補助 20%実現に向けて、さらに働きかけをおこなうべきである。                                                                      

 

山形 ９．９９％（１０．００％） 

◆意見 

 平成２９年度平均保険料率につきまして、準備金残高が法定準備金を上

回っている中で、引下げが妥当であるという意見があるものの、協会全体

の状況を鑑み、平均保険料率を１０．００％に維持することにつきまして

 

◇意見 

○平均保険料率を現時点においては引下げする事が可能であっても、準

備金残高が中長期的に見れば減少していく試算が出ている現状では、

将来に備え、出来る限り長期に渡り平均保険料率を１０％に維持する
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支部名 支部長意見 評議会意見 

止むを得ないものと判断いたします。 

山形支部評議会においては、平成２８年度の平均保険料率については全

会一致で平均保険料率維持の意見となりましたが、平成２９年度平均保険

料率については「引下げ」及び「１０％維持」双方の意見がありました。 

準備金残高が積みあがっていく中で、引下げが妥当であるという意見が

ある一方、山形支部評議会意見の総括としては、中長期的に制度の安定が

図られることが第一であるとの意見であり、単年度での収支均衡が原則と

してはあるものの、安定的な制度運営のためには、単年度収支均衡を基本

とした議論ではなく、ある程度の中長期的な視点で料率を検討していく必

要があるものと思料いたします。 

山形支部保険料率は９.９９％となりますが、激変緩和措置がなければ

更に保険料率は下がっていた状況です。平成２７年度の精算部分が料率の

上昇に影響している結果は受け止めるとしても、山形支部においては激変

緩和措置の恩恵を受けられない事から、激変緩和措置については平成３１

年度末をもって終了するよう計画的な解消を進めて頂きたいと存じます。 

ことが望ましい。 

 

 ○準備金残高が法定準備金を上回っているのであれば、引下げすること

が望ましい。 

 

福島 ９．８５％（９．９０％） 

◆意見 

1. 平成 29 年度の福島支部の都道府県単位保険料率 

算出された福島支部の保険料率は 9.85% 

 

2. 評議会の意見 

平成 29 年 1 月 19 日に福島支部評議会を開催し、福島支部の都道府県

単位保険料率について、各評議員の意見を聴取しました。その意見は

左記のとおりです。 

 

3. 当職の意見 

 

◇意見 

○ 福島支部の保険料率が、28 年度と比べて 0.05％下がったことにつ

いては評価できる。ただ、介護保険料率が 0.07％上がったことによ

り結果としてトータルで 0.02％のプラスとなったことについては、

評価が分かれるところだと思う。 

 

○ 健康保険料率の大枠は、加入者が健康になれば料率が下がる、とい

うことだと思う。健康な県にはそれなりの利益が、不健康な県には

相応の負担が必要と思われる。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

都道府県単位保険料率の変更について評議会の意見を聴取いたしま

した。当職といたしましては、評議会の意見等を勘案した結果、平成

29 年度の福島支部保険料率が 9.85%となることを了承いたします。 

ただし、29 年度の準備金残高が２兆円を超過し、協会けんぽ発足以

来最高額を更新する見込みであるにもかかわらず、保険料率が据置と

なることについては評議員の間に納得できないという意見が強くあ

ります。（全国平均保険料率についての支部意見） 

こうした動きが続けば、どんなに医療費を抑制しても保険料率には

反映されないとして、健康づくりによって医療費の増加を抑制すると

いう医療費適正化策に対する支援の動きが弱まるということも十分

考えられます。 

こうしたことから、30 年度以降の保険料率については、中長期的

に安定した保険財政運営を鑑みつつも、全国平均保険料率 10％あり

きではなく、柔軟な対応も検討すべきと考えます。 

○ 全国平均保険料率 10％ありきではなく、激変緩和措置の状況等を見

据えながら、柔軟に対応すべきではないか。 

 

茨城 ９．８９％（９．９２％） 

◆意見 

協会けんぽの財政構造は、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る脆弱性が

依然として解消されておりません。加えて、被保険者数の伸びや賃金動向、

医療費の増嵩等の予想が正確に見定められない状況を考慮すると、準備金

残高が法定金額を上回っている状況のみを捉えて引下げの判断をするべ

きではなく、中長期的に安定した財政運営を図り、制度の安定維持に努め

ることが重要であると考えます。 

また、協会発足以降の厳しい財政状況の中、苦渋の決断で保険料率を引

き上げた背景には中長期的に安定した財政運営の実現が目標としてあり

ました。そして、国庫補助率２０％の実現の課題を残しつつも１６．４％

が期限の定めなく実現したのは、協会けんぽの財政を安定させるという判

 

◇意見 

茨城支部の２９年度保険料率が９．８９％となることについて、評議会

として異議なく承認された。なお、これまでの審議における意見について

は以下のとおり。 

 

１．２９年度保険料率 

協会財政の赤字構造は変わっておらず、不安定性を常に内在している。

現時点で法定準備金は積みあがっているものの、医療費や加入者動向、

経済状況が変動する可能性があること、また単年度収支差が赤字となり、

準備金も枯渇する見込みであることから、長期的展望に立ち、制度の安

定維持に努めるべきと考えて、１０％の保険料率は維持するべきである。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

断があったことも考慮すべきです。 

これらを総合的に判断すると、平成２９年度の平均保険料率を１０％に

据え置くことについて賛同いたします。 

激変緩和措置においては、全国一律の保険料率から都道府県ごとの保険

料率への移行の趣旨に鑑みれば、計画的に解消していくべきものであり、

２９年度は５．８／１０の措置については妥当であると判断致します。 

結果として、茨城支部の２９年度保険料率が９．８９％となることに異

議はございません。 

 

２．激変緩和措置 

激変緩和の解消を計画的に進めることは、受益と負担の地域間の不公

平を幾分なりとも緩和しようとするものであり、激変緩和措置は計画的

に解消すべきである。一方で、社会保障の観点からすると格差を拡大す

ることは問題であり、激変緩和の解消にあたっては、低所得者層などの

社会的弱者への対策や、医療の効率化に不利な条件がある地域について

は、別途制度を設けるなどの対策を講じるよう、意見発信を要望する。 

栃木 ９．９４％（９．９４％） 

◆意見 

1. 都道府県単位保険料率（栃木支部）について 

平成 29年度栃木支部健康保険料率については４月納付分から 9.94％と

することを申出いたします。 

 

2. 都道府県単位保険料率の変更にかかる意見 

（1） 第 80 回運営委員会において、「理事長が苦渋の決断理由を説明し

た上での『平成 29年度平均保険料率は今年度と同水準の 10％、激

変緩和率を 5.8/10 にする』との考え方を運営委員会としても是と

する」旨の判断があり、第 81回運営委員会において最終承認とな

りました。 

（2） 当職としては、栃木支部評議会のご意見にも沿う形となる、昨年

と同じスタンスに立って導き出された理事長判断を引き続き支持

致します。 

（3） したがって、本年４月納付分から適用する平成 29年度栃木支部健

康保険料率につきましては、平均保険料率10％・激変緩和率5.8/10

に基いて所定の計算方式を用いて算出された 9.94％として料率適

 

◇意見 

1.29 年度の平均保険料率についてどのように考えるか。 

 29 年度平均保険料率は 10％維持とし、今後も最低限 10％というライン

は維持し続けていただきたい。（評議会意見） 

 昨年度までは、単年度収支の原則からも下げられるときには下げたほ

うがよいという考えであったが、ここにきて医療費の膨張などから財

政的に良い状況が長く続かないことが見えている中で、上げ下げでき

る時間的余裕が少なくなっている。加入者の方の意見を聞くと安定的

な制度を望む声が大きいように思うので、10％で維持して安定期間を

長くする方向に行かざるをえない。（学識経験者） 

 財政面でプラスになる材料がない中でどう現在の保険料率を維持して

いくか。ジェネリックや意識改革等、医療費の抑制に取り組んでいく

しかない。（学識経験者） 

 現在の高齢化、また高額薬剤の使用状況を考えると、保険料率 10％維

持がよいのではないか。一度下げて、再度上げることには抵抗がある。

（事業主代表） 

 中小企業は厳しい状況にある。保険料率は下げられるのであれば、下
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支部名 支部長意見 評議会意見 

用に必要な手続きをお進め願います。 げてもらいたいが、医療費の伸びなどを考慮すると、10％を維持する

方向で考えていただきたい。（事業主代表） 

 医療費は長い目で見れば右肩上がりで上がっていく。この先保険料率

が上がるのが分かっていながら、現在の状況が良いから下げて変動さ

せるより、安定していたほうが現状では最適と考える。（事業主代表） 

 健康保険制度を守るためにも長期的に 10％のラインを守ることが重

要。（事業主代表） 

 景気が上向くのが一番。政府には健康保険制度を守るためにも景気の

回復に努めていただくよう言っていくしかない。ただ、景気は水物で

あり、厳しい状況になった時でも安定して維持できるようにしておか

ないといけない。（事業主代表） 

 高額新薬については、今後の医療費にも大きく影響していくと考える。

保険料率については、下がるに越したことはないが、中長期的また高

額薬剤のことなども考えると 10％がギリギリのラインになると思う。

（被保険者代表） 

 保険料率は中長期的に安定的な 10％を確保していただきたい。（被保険

者代表） 

 事業主、被保険者両者にとって保険料率 10％が限界であり、それを維

持していただきたい。（被保険者代表） 

 単年度で上下させるのではなく長期的に安定化させるためにも 10％維

持としていただきたい。（被保険者代表） 

 10％の維持を発信し続けていく必要がある。制度の安定を考えると

10％で行くべき。（被保険者代表） 

 保険料率は 10％が限界。これ以上上げないため、中長期的に安定的な

運営を考えたとき、短期的に下げるというのは今はすべきではない。

（被保険者代表） 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

2.都道府県単位保険料率を考える上で、29 年度の激変緩和措置についてど

のように考えるか。 

 激変緩和率は 1.4/10 引き上げていき、29 年度は 5.8/10 とする。（評議

会意見） 

 1.4/10 ずつ引き上げ、ソフトランディングさせるのが良いのではない

か。（被保険者代表） 

 平均保険料率 10％維持とした場合、過去の議論からも 1.4/10 ずつ引き

上げていくのが妥当。（被保険者代表） 

 

3.保険料率の変更時期は、29年 4月納付分からでよいか。 

 29 年 4 月納付分からの変更とする。（評議会意見） 

 事務的な面からは、4月納付分からの変更でここ数年動いているので、

特に抵抗はない。（被保険者代表） 

 厚生年金と同じ 10月納付分からの変更という考え方もあるが、変動幅

が大きくなる。きちんと数字も示し説明すれば、納得は得られるはず。

（被保険者代表） 

 

4.その他 

 準備金が積み上がった場合の議論が重要になるのではないか。我々は

予め定められた制度に沿って動いていくしかないと思う。（学識経験

者） 

群馬 ９．９３％（９．９４％） 

◆意見 

 今回の保険料率の改定については、支部評議会の意見を踏まえ、算出

した群馬支部保険料率９．９３％を、平成２９年４月納付分保険料より

 

◇意見 

 当評議会としては、平均保険料率 10％維持及び群馬支部保険料率９．９

３％への変更意見申出は妥当と考える。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

適用いたしたくと考えます。 

平成２９年度の平均保険料率の決定に際して、１０％の維持あるいは

引下げ両論があり、非常に苦しい決断であったと思料します。理事長が

決断した１０％の維持、激変緩和率について計画的解消の観点から１０

分の１．４の引き上げにより１０分の５．８とすることの厚生労働省へ

の要望についても異論はありません。 

協会発足以来厳しい財政状況の中これまで苦渋の決断であった保険

料率を引き上げてきた思いとしては、現在、平成２７年度決算で１兆３，

１００億円の準備金が積み立てられていますが、医療費の伸びが賃金の

伸びを上回る中、依然として財政の脆弱性なところなどもあり、可能な

限り中長期的に安定した財政運営の実現が目標であると思料します。更

に、医療保険の性質上の「共助」や医療保険のセーフティネットとして

国庫補助が行われていること等を鑑みれば平均保険料率１０％維持は

妥当と思料します。 

今後の準備金残高の移推については収支見直しを検証し、慎重に検討

すべきと考えます。 

 

 

 協会けんぽ設立以降、当支部では、収支改善のための努力を積み重ね、

成果を上げてきたが、日本全体における社会保障費の上昇や厳しい経済情

勢を考慮し、保険料率の引き上げに応じてきた。今回の保険料率のマイナ

ス０．０１％という引き下げ幅は、中長期運営の安定の観点から、妥当で

あると考えられる。併せて介護保険料率が逓増している状況を鑑みたとき、

これ以上の保険料負担は受け入れがたいものである。 

 準備金残高の扱いについては、以下の理由から慎重であるべきと考える。 

第一に、協会全体の準備金残高は積み上がっているものの、依然として

医療費の伸びが賃金の伸びを上回る状況、また過去の経験（平成１９年度

から平成２１年度における準備金残高の大幅な切り崩し）などを考慮した

とき、中長期的に保険料率の安定化に努めるべきである。 

第二に、保険料率は単年度収支均衡が基本であるが、大幅な保険料率の

変動は事業主にとって事務的な負担となる。 

 また、協会は被用者保険における最後の受け皿であるため財政基盤の安

定化の実現に向け、引き続き国庫補助率２０％の引き上げを当評議会とし

て強く要求する。 

なお、激変緩和措置については、早期に解消するべきとの意見もあった

が、加入者全体で支え合う「共助」という医療保険の性質を踏まえ、他支

部との意見調整を十分に行い、事業主や加入者が納得できる方法で計画的

に解消していくべき。 

最後に保険料率の変更時期については、平成２９年４月納付分からで異

論なし。 

埼玉 ９．８７％（９．９１％） 

◆意見 

保険料率の平均１０％維持については、「財政の中長期的安定運営」お

 

◇意見 

・ 平均保険料率の 10％維持はやむを得ない。（評議会意見） 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

よび「社会保障制度の中での現状の協会けんぽを取り巻く環境」等を勘案

すると、やむを得ないものと考えます。また、激変緩和については計画的

な解消として 1.4/10 進めることは妥当なものと考えます。結果として、

埼玉支部保険料率は 0.04％引き下げの 9.87％となることに関しても、や

むを得ないものと思料いたします。ただし、支部評議会の意見も勘案し、

昨年と同様に以下のことについてご検討いただきたく申し添えます。 

 

① 健康保険制度が保険の仕組みで運営されている以上、現在の加入

者は将来への過度な負担をすべきではなく、単年度収支を基本と

するべきであることについて。（加入者は定年等での他保険者への

入れ替えが発生することから、保険制度としては単年度収支に納

得感がある） 

 

② 一方で、将来的な安定運営の手当も必要であり、その際の将来的

な安定運営に必要と考えられる負担額の明示について。（たとえ

ば、法定額とは別に、必要と考えられる剰余金の額を目途として

明らかにしていく方法等が考えられる。） 

 

③ また、剰余金の発生時には、料率の引き下げだけではなく、健康

増進に積極的に取組む加入者・事業所へのインセンティブ（都道

府県別のゼロサムのインセンティブとは別の仕組み）としての還

元について。 

・ 保険料収入の見込みについて、最近の春闘では賃金は 1.2～2％くらい

上がる見通しであり、また、最低賃金も今年の 7 月ごろから審議が始まる

が、現在の見込みでは 25 円程度あがると予想されている。賃金の上昇率は

想定よりも高くなると思われるため、保険料率引き下げの余地はあるので

はないか。（事業主代表） 

・ 退職をして協会けんぽから国保に移った場合、協会けんぽで払ってい

た保険料が還元されずに剰余金として積み上がって、国保でも高い保険料

を負担するということは不公正である。極力、今の現役世代に還元すると

いうことに力をいれてやっていただきたい。（事業主代表） 

・ 中長期的な運営のために準備金をただ積み上げるだけではきりがない

ため、安定運営に必要な準備金の額を明示するべき。（評議会意見） 

・ 準備金を積み上げ、保険料率が下げれるようになった場合は、料率の

引き下げだけでなく、事業所や加入者ごとに還元しなければならない。（評

議会意見） 

・ 平成 32 年度に激変緩和率が 10/10 になるよう、毎年均等に引き上げ、

来年度は 5.8/10 にする。（評議会意見） 

 

千葉 ９．８９％（９．９３％） 

◆意見 

 当職としては、平成 29 年度の千葉支部保険料率が、9.89％（前年度比

－0.04％）に変更になることについて、是認いたします。 

 

◇意見 

（１）平成 29 年度の千葉支部保険料率について 

 平成 29 年度の平均保険料率を 10％に据え置く方針が示され、それに
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

以下、意見を申し上げます。 

 

先の医療保険制度改革により、国庫補助率 16.4％が期限の定めなく実現

されることとなりましたが、国家財政が厳しい状況にあるにも関わらず、

このような措置が講じられたのは、協会けんぽの財政を中長期的に安定さ

せていく、という国の判断があったからであると理解しております。協会

けんぽは国民の 3.4人に 1人が加入する我が国最大の医療保険者であると

共に、被用者保険のセーフティーネットとして国民皆保険制度の一翼を担

っており、当職としても、協会けんぽの保険料率は、中長期的に安定した

財政運営を見通せるものとなるように設定するべきであると考えます。 

また、他の被用者保険の状況に目を向けてみれば、後期高齢者支援金の

全面総報酬割導入により、医療保険者の多くはその負担が増えることにな

ります。当然ながら、多額の国費が投入されている協会けんぽの動向を、

財政当局はもちろん多くの関係者が注視しています。さらに、医療費の伸

びが賃金の伸びを上回る協会財政の脆弱性を直ぐには改善できない状況

を考えれば、将来的には国庫補助率 20％への引き上げを求めざるを得な

い事態も想定されるところです。このような状況を鑑みれば、協会けんぽ

の保険料率設定に当たっては、協会に関連する外部環境に対し、十分配慮

する必要があると考えます。 

先般、平成 29 年度の平均保険料率を 10％に据え置く方針が示されまし

たが、これは中長期にわたり協会けんぽ財政の安定を図るだけでなく、協

会を取り巻く様々な状況も勘案したうえで導き出した結論であり、当職と

しては、今回の方針は妥当であると思料いたします。また、平成 29 年度

の激変緩和措置を 1.4/10 引き上げて 5.8/10 とすることについては、平成

31 年度末の期限を見据えた対応であり、こちらの判断も妥当であると思

伴い千葉支部の保険料率は 9.93％から 9.89％に変更となるが、これは中

長期的に協会財政を安定させることを考慮した結果であるため、今回の

措置を容認する。 

 

  

（２）平成 29 年度の激変緩和措置について 

 平成 29 年度の激変緩和率を 1.4/10 引き上げて 5.8/10 とすることは、

平成 31 年度末の期限を見据えた措置であり、妥当である 

 

 

（３）保険料率の変更時期について  

 保険料率の変更時期については、4 月納付分とすることで異論はない。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

料いたします。 

東京 ９．９１％（９．９６％） 

◆意見 

 当支部の都道府県単位保険料率は、9.91％と算出し、評議会に提出しま

した。 

 このことに関する東京支部評議会の意見は左記のとおりでした。 

 これらを踏まえた当職としての考えは、次のとおりです。 

 

 東京支部の保険料率は、平成 28 年度から 0.05％引き下げて 9.91％とす

る。 

 なお、次の意見を付帯するので、今後、東京支部として対応していくほ

か、本部においても十分検討していただくよう要望する。 

 

（付帯意見） 

 

平均保険料率を、可能な限り長期にわたり負担の限界である 10％を超

えないように維持し、安定した財政運営を実現していただきたい。 

激変緩和措置については、できるだけ早期に解消を図るべきであり、遅

くとも現時点での期限（平成 32 年 3 月 31 日）までには解消していただき

たい。 

 

◇意見 

東京支部評議会としては、平成 29年度の健康保険料率を「平成 28 年度

から 0.05％引き下げて 9.91％」とすることについて、次の意見を付帯する

ことで了承する。 

 

 

○ 東京支部は平成 29年度健康保険料率が 0.05％下がることになるので、

賛成する。 

 

○ 介護保険料率を含めると 0.02％上がることになってしまったのは残念

だ。 

 

○ 健康保険料率は中長期的に安定したものにしていただき、平均 10％を

維持していただきたい。 

 

○ 激変緩和措置については、できるだけ早期に解消していただきたい。 

 

神奈川 ９．９３％（９．９７％） 

◆意見 

当職として、平成２９年度の神奈川支部に係る都道府県単位保険料率を

「９．９３％」に引き下げることに、賛成いたします。 

当支部評議会においても、反対意見はありませんでした。 

ただし、評議会意見も踏まえ、以下のとおり当職の意見を申述いたしま

 

◇意見 

１．保険料率について 

●平成２９年度の全国平均保険料率を１０％に据え置くことに異論はな

い。 

●単年度収支の黒字が当面続く中、協会は適正な準備金の水準を示すべ
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支部名 支部長意見 評議会意見 

す。 

 

○ 今年度は、「中長期的に安定的な財政運営」という考え方に対する理

解が当支部の評議会に浸透し、平成２９年度の全国平均保険料率につい

て「１０％維持」が広く支持されました。 

ただし、評議会意見にあるように、準備金が積み上がっていく中で、

準備金の適正水準について明示を求める声が高まってきていると感じ

ています。 

来年度の保険料率の議論にあたっては、準備金の適正水準にかかる協

会の考え方を加入者や事業主にわかりやすく示すことが必要になって

きていると考えます。 

きである。 

●準備金のあり方について、中長期的な物指（基準）が固まっていれば、

保険料率にかかる毎年の議論も変わってくるのではないか。 

●協会は、法で定められた単年度収支均衡の考え方を明確に定義すべき

である。 

 

２．激変緩和措置について 

●激変緩和率については、引き続き計画的に１０分の１．４ずつ引き上

げるべきである。 

新潟 ９．６９％（９．７９％） 

◆意見 

 当支部の都道府県単位保険料率変更について、当職としては平成

29 年度の全国平均保険料率「10.0％」維持、激変緩和措置「10 分

の 5.8」、新潟支部保険料率「9.69％」及び保険料率変更時期「4 月

納付分から」が妥当と考えます。 

当該意見に係る主な背景は次の通りです。 

 

（１）平均保険料率について、現在、協会けんぽ財政は赤字構造が改

善していない状況であり、被保険者数の増加や年齢上昇に伴う

賃金上昇による収入の増加を見込める一方で、今後の医療費の

伸び等を勘案し、中長期的に安定した保険財政運営を行う必要

性があることや、頻繁な保険料率の上げ下げは、事業主・加入

者の負担が大きいことを考慮しました。 

（２）激変緩和措置について、措置前保険料率が 9.48％となる当支部

 

◇意見 

≪平成 29 年度新潟支部保険料率について≫ 

 平成 29 年度新潟支部保険料率については妥当と考える。 

 

≪平成 29 年度の激変緩和措置について≫ 

 平成 29 年度の激変緩和措置については妥当と考える。 

 

≪保険料率の変更時期について≫ 

 平成 29 年 4 月納付分からの変更に異論はない。 

 

≪その他評議員からの意見≫  

 一つの考え方だが、政府も言うようにこれから景気は回復に向かい賃

金は上昇し、下がることはしばらくないと思われる。それを見越すと、

これからも平均保険料率 10％を超えずに行けると思う。人口の多い団
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支部名 支部長意見 評議会意見 

においては早期解消が望ましい状況ではあるものの、全国一律

である医療保険制度の下、保険料率に急激な支部間差が生じな

いよう、ある程度の措置は必要と考え、現行の計画的な解消が

妥当との結論に至りました。 

 

塊世代が高齢化するにつれ、労働者の平均年齢も上昇し、それにつれ

て賃金も上がって行くため、保険料率を上げなくても良いのではない

かと考える。【事業主代表】 

 

 これから適用拡大が法制化され、被保険者が増加していき、賃金も上

昇すると思われるため、そのような状況も踏まえ、余裕を持って中長

期的に計画すると良い。【被保険者代表】 

 

 推計はあくまで推計として、医療費と賃金の開きが大きくなりつつあ

るという現状をふまえておくべき。平均保険料率を 10％としているこ

こ数年は財政に若干のゆとりがあるものの、予断は許さない状況であ

る。単年度黒字の場合には保険料を下げても、また数年後には上げな

ければならない状況となる見込みなので、保険料率を上げる際に加入

者の理解を得難いと考える。10％を上限として、これ以上は上げない

という大原則の下に、財政状況を見ながら中長期的スパンで考えてい

くべき。【学識経験者】 

 

 本音を言えば、新潟支部としては激変緩和をすぐに解消した方が良い

が、「人の健康や命は平等」という原則は守らなければならないので、

ある程度の激変緩和措置は必要であり、1.4／10 ごとの解消を維持すべ

き。しかしここまで支部間で差があると納得しがたい部分もあるため、

原因を分析してほしい。【学識経験者】 

 

 保険料率の変更が毎年度あるならば、あまりロングレンジで考えず、

従来通りの傾向に沿って、変更時期は 4 月、激変緩和の解消は 1.4／10

ごとの現状維持とすると良いと考える。【事業主代表】 



 

   26 

 

支部名 支部長意見 評議会意見 

 

 準備金の運用を行っているかどうかを知りたい。また、現在は準備金

残高が 1 か月分を超えているが、どのような方法で保管しているのか。

低金利であっても運用すべきである。【学識経験者】 

富山 ９．８０％（９．８３％） 

◆意見 

 平成 29年度の当支部の保険料率について、全国平均保険料率を 10％、

激変緩和率を 5.8/10 として計算した場合、9.80％となり、前年比 0.03％

の引き下げとなります。 

 

当支部評議会におきまして、今後の中長期的な医療財政・協会財政は厳

しい見込みであるが、10％が負担の限界であり、これを死守してほしい等

の 10％維持意見の一方、複数年法定準備金を上回る水準を維持できるの

であれば、引き下げできる時には引き下げた上で構造的に改革をすべきと

の意見がありました。また、努力すれば保険料が安くなるという金銭的動

機付けがなければ構造改革もできないのではないかと引き下げを求める

意見もありました。 

 

しかしながら、1 月 23 日開催の当支部評議会では、当協会の構造的な

問題がある中、現状セーフティネットとして国庫補助 16.4％があること

などから、中長期的に安定的な財政運営を行うためには、当協会として全

国平均保険料率 10％の維持の決断はやむを得ないという結論に達し、協

会決定内容について理解を得ることができました。 

また今後とも、積み上がる準備金の一部について、国民皆保険制度を維

持するために医療費適正化や、制度存続への危機感共有等の施策展開のた

めに引き続き活用すべきと考えます。 

 

◇意見 

（平成 28年 10 月 28 日に開催した平成 28 年度第 3回支部評議会での意見

を含む） 

 

１．平成 29 年度保険料率について 

 

○10％は絶対に超えてほしくない。できる限り 10％を死守していただき

たい。 

○引き下げに係るコストや手間を考えると、小さい下げ幅になるぐらい

であれば現状維持でよい。 

○複数年は法定準備金を上回る水準を維持できるので、引き下げられる

時には引き下げた上で、その間に構造的に改革をすべき。 

○10％維持は大事だが、引き下げられる時には引き下げるということが

ないと、負担感ばかりあって加入者の理解が得られない。引き下げる

努力が必要。 

○努力すれば保険料が安くなるという金銭的な動機づけがなければ、構

造改革できないと思われるので、引き下げできる時に下げるべき。 

○10％維持でも激変緩和措置により、保険料率が変わるのであれば、事

業所における手間暇は変わらない。あまり変わらないのであれば、引

き下げも検討すべき。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

 次に、激変緩和率については、今後も平成 29 年度と同様、計画的に実

施すべきと考えます。 

 

２．平成 29 年度の激変緩和措置について 

 

○ゆるやかに実施していき、最終年度に調整すればよい。 

○期限間際に新たな問題が出てくることも考えられるので、着実に一定

ずつ積み上げていく方がよい。 

 

３．保険料率の変更時期について 

 

○４月に健康保険料が下がっても、９月に厚生年金保険料が上がるので、

インパクトが薄い。９月に合わせると保険料に興味をもっていただけ

るのではないか。 

 

４．その他 

 

○全国展開をしている企業では、保険料率が低い県で加入するという逆

選択が始まる可能性があるので、保険料率は全国一律がよいのではな

いか。 

石川 １０．０２％（９．９９％） 

◆意見 

石川支部保険料率 １０．０２％ （全国平均保険料率１０．００％） 

 全国の支部評議会における意見の内容及び趨勢、運営委員会の審議、保

険料率を取巻く種々の環境要件を踏まえ、全国平均保険料率の１０％維持

を理事長が決断されたことは大変重いものと思慮する。 

 しかしながら、石川支部評議会における意見は、健康保険法第１６０条

第３項の規定に基づき、毎事業年度における収支均衡を求めるものであ

り、論点は保険料率の水準ではなく、法の見方や決定までのプロセス等、

 

◇意見 

≪保険料率決定までの手続きについて≫ 

 

【事業主代表】 

その意思決定プロセスがどのようになっているのか明確にしていただき

たいということは根本的な議論として申し上げたい。支部評議会での意見

が 2 つあるのであれば、最終的にどのような形で意思決定するのか。そこ

がブラックボックスになっている以上、我々がここで真剣な議論をしても
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支部名 支部長意見 評議会意見 

手続きに関する根本的なものであった。 

 具体的には、条文の趣旨を真っ直ぐに読み解いた評議員の認識におい

て、全国平均保険料率の決定が都道府県単位の保険料率を実質的に決めて

いるという現在の審議スキームの運用は、決定される保険料率の水準があ

らかじめ統制され、評議会の存在意義を薄めていると感じられることへの

不信という意見であり、準備金残高水準と保険料率水準の相関に係る基準

やルールの不在は、判断根拠を主観に求めることであり、その結論に至る

プロセスの不透明感が、妥当性や納得性への不信に繋がっているという意

見に収斂された。 

当職は協会けんぽにおける理事長の意向や考え方を自身のものとし支

部運営を行う組織代理人としての責務と、石川支部における評議会の意向

を尊重し支部運営を行う組織統治者としての責務を有していることを鑑

み、今回示された理事長の決断とその根拠、並びに今年度開催した評議会

での意見や議論の推移に対する熟考を重ねたが、平成２９年度の保険料率

の可否を判断する決定的根拠を見出すことができない。したがって、本意

見書では評議会から提起され当職自身も痛感した保険料率の決定に係る

根本的な課題を、解決すべき付議事項として強く要請することとする。 

 

≪付議事項≫ 

１．支部の収支見込みによる都道府県単位の保険料率を評議会に諮り、そ

れらの意見を踏まえた運営委員会の審議を経た後に、理事長判断に基づ

いた、結果としての全国平均保険料率が算定されるという審議スキーム

等への変更を検討すること。 

２．保険料率の設定に係る種々の環境要件の見通しに、納得性のある根拠

や重みづけを行うことで、全国平均保険料率の議論において収支均衡料

率と料率固定に二分された対立の構図を排除し、準備金残高水準と単年

悲しい思いをするばかりである。根本的にその部分について明確にしてい

ただきたいことが 1つ。 

 もう 1 つは昨年そういう経緯で、保険料率を引き下げるべきか据え置く

べきか言っていたが、その意思決定が正しかったのかということについて

も PDCA を回していないと判断の質が上がっていかないと思う。またしても

単年度での黒字が出て、相当な余剰金が積み上がってきているということ

の判断の評価を、まず意思決定した人は出していかないといけないと思う。 

 

【事業主代表】 

支部評議会の位置づけや意味合いはいったい何なのか。理事長が判断し

た後に、支部長が意見を述べたとしても、何の役にも立たないのではない

か。 

 

【被保険者代表】 

保険料率は上げるときにはすぐに上げる、下げるときには渋るといった

印象をもつ。保険料率が認可されるまでのプロセスを分かりやすくしても

らいたい。余剰金があるのに、なぜ保険料率を下げられないのか。その理

由付けをしっかりし、加入者に対して伝えていく必要がある。 

 

【学識経験者】 

評議会が形骸化している。意見が反映されるきっかけがないと、加入者

の意見が通らない。何のために評議会があるのか。機械的に決められてい

るのでは意味がないのではないか。 

 

【学識経験者】 

評議会は何の機能を果たすのか、市町村の審議会でガス抜きをしている
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支部名 支部長意見 評議会意見 

度収支の相関から、一定の方向性に基づいた保険料率の水準を論じるこ

とができるよう基準軸等を検討すること。 

 

ことが多いように、この評議会でも同じことが行われている。いくら議論

しても理事長が 10％と判断するのではないか。都道府県ごと保険料率を分

けても意味がないのではないか。 

 

【事業主代表】 

現在の評議会議論は、すでに前提条件、ある意味でいうと結論ありきで

の枝葉の部分での議論になっていて、根幹部分での議論がなされていない。 

 

【事業主代表】 

現在の運用が安易なプロセスにより決定されていることを、広く加入者

に問題提起として知らしめ、議論の必要性を国民に喚起すべき。そのため

には、政治力を駆使して、仕組みを変えていかなければならない。加入者、

特に経営者に対し、現実のあり方の見える化を行い、今の現状を認識して

もらうための行動が必要。 

 

≪保険料率決定の考え方について≫ 

 

【事業主代表】 

 保険料はその年にかかった医療費を負担するためにみんなで分かち合い

ましょうという考え方であるのなら、余ったならお返ししますよ。足りな

くなったら追加でくださいとなるべきである。将来の医療負担のことも考

えて料率設定しているのであるのなら、何年先までの話であるのか問いた

い。保険料は何に対するお金であるのか不明確な部分があるから意見が 2

つに大きく分かれるのだと思う。今の世代から保険料を徴収するのが容易

だからと徴収しているが、どこまで負担しないといけないのか、ここに明

確な定義がないから納得のいく答えが出ないのではないか。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

【事業主代表】 

どのくらい余剰金が積み上がったら、引き下げるのか明確なルールを決

める必要がある。 

 

【事業主代表】 

準備金残高をもとに保険料率の引き下げの議論をすること自体がおかし

い。他の保険制度に対する拠出金負担や国庫補助の仕組みを根本的に改め、

国から国庫補助を受けることなく、協会内で完結した収支バランスをとり、

後期高齢者支援金については現役世代からの負担ではなく、税金で補填す

べき。 

 

【事業主代表】 

中長期的には根本的な医療保険制度の枠組みを変えていく必要あり。短

期的には単年度収支による運用並びに国庫補助率の引き上げを求めていく

べき。 

 

【学識経験者】 

保険料率が下がることがあると示すのは大事だと思う。余剰金が全くな

い中では仕方ないと思うが、あるのであれば要望に応えるのも必要ではな

いか。 

 

【学識経験者】 

国は国庫補助率を引き下げることを目的としているため、保険料率を引

き下げるのはなかなか導入することが難しいと思う。ただ、我々は国の人

間ではないので、加入者に努力が報われるよう協会けんぽが保険者機能を
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支部名 支部長意見 評議会意見 

より発揮してもらいたいと思う。 

 

【学識経験者】 

石川支部の意見として、下げる要望をしていたが結果的に上がることと

なった。加入者からすると、余剰金があるのにもかかわらず、保険料率が

上がるのは納得しづらい。平均保険料率よりも高い支部があれば、補填す

るような仕組みがあってもいいのではないか。 

 

≪保険料率の水準について≫ 

 

【事業主代表】 

余剰金があるのであれば、引き下げるべき。原則は収支均衡保険料率と

なるべきところが、その運用がされていない。 

 

≪その他≫ 

 

【被保険者代表】 

保険料率の決め方や余剰金がどのくらいあるのか、どのような理由から

余剰金を積み立てているのか加入者の多くは知らない。しっかりと伝えて

もらいたい。 

 

【被保険者代表】 

各支部の意見をみると、どの意見も正しいと思う。従業員の立場になっ

てみると財政が複雑であり、保険料がどのように支出されているのか、ど

のような理由から保険料が上がっているのかほとんど知らない。加入者・

事業主が、負担している保険料がどのように使われているのか理解できる
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支部名 支部長意見 評議会意見 

ような広報をしていく必要があると考える。 

 

【学識経験者】 

医師側に比べると加入者や保険者の立場は弱い。医療費の負担をしてい

る者の意見が反映されることは少ない。加入者の意見を伝えるために、協

会けんぽが強く訴えていかなければならない。加入者の意見が反映される

ように訴えていかないと、医療保険のシステムが崩れる恐れがある。 

福井 ９．９９％（９．９３％） 

◆意見 

【保険料率について】 

○ 平均保険料率 

・10%を維持することは、各支部評議会の意見を踏まえ、運営委員会で十

分議論された結果と受け止めている。 

・高齢化に加え、高額薬剤などによる医療供給側の動向に不確定要素があ

ることから、中長期的な財政安定化のためには、平均保険料率 10%の維持

はやむを得ないものと考える。 

○ 福井支部保険料率 

・平均保険料率 10%維持のもと、平成 27 年度実績等に基づき算定された

ものであり、受け入れざるを得ない。平成 28 年度から 0.06 ポイント引き

上げとなるため、加入者・事業主の理解・協力を得られるよう、これまで

以上に広報に注力する所存である。 

 

【今後の平均保険料率について】 

○ 平成 30年度平均保険料率の議論について 

・このまま黒字基調が続き準備金がさらに積み上がるようであれば引下げ

も前向きに検討するべきである。 

 

◇意見 

（学識経験者） 

・激変緩和措置がわかりづらい。 

（被保険者代表） 

・保険料率引上げのタイミングでの激変緩和措置は負担感がある。 

・保険料率の算定は数字のマジックのようなところがあると感じる。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

・国庫補助を受けている中での平均保険料率の引下げはどうかという考え

もある一方で、協会けんぽは後期高齢者支援金等巨額の拠出金を負担し、

高齢者医療を支えている。過剰に考慮する必要はないのではないか。 

・加入者・事業主の理解・協力が得られるよう、決定プロセスの透明性、

分かりやすさを重視した議論としてまいりたい。 

山梨 １０．０４％（１０．００％） 

◆意見 

１． 都道府県単位保険料率 

 平均保険料率の維持、引き下げの両論が存在するなかで、苦渋の

選択とは言え、平均保険料率１０％が維持され、示された平成２９

年度山梨支部の保険料率１０．０４％の水準については、大変残念

に思います。 

  平成２９年度末には２兆円を超える準備金残高が予想されること

について、マスコミからは協会財政に余裕があると見られており、国

庫補助率の引き下げ圧力も強まっていくことが容易に想像できます。 

 ２兆円の準備金が積み上がる一方で、当支部保険料率が３年連続し

て上がることは、事業主や加入者の皆様に、理解を得難いと感じます。 

 また、協会の保険料率は、今後上がることはあっても、下がること

はないと加入者に受け止められ、保険者機能を発揮する場面で、その

あきらめムードが悪影響するのではないかと懸念されます。 

医療保険は短期給付であり、単年度収支均衡の原則に則り運営さ

れることが公平で分かり易い運営だと考えています。 

当面１０％を維持するのであれば、準備金残高の上限額の目安、過

剰徴収でない根拠や明快な理由を示すなど、加入者に対し、分かり

易い説明をすることが重要であると思います。 

また、現状のルールでは、赤字の予算案は組成できず、準備金の

 

◇意見 

１．平成２９年度都道府県単位保険料率 

・医療の高度化や高齢化で医療費は増加していくことが予想されるが、賃

金が上昇する見通しは立っていない。見通しが困難な中、中長期の安定

を考慮すると、現状維持でやむを得ないのではないか。 

・平均保険料率は現状維持であっても、山梨支部の保険料率が上昇すれば、

従業員の負担が増加する。従業員への負担増は避けたいため、引下げを

望む。 

 

２．激変緩和率 

・平成３１年度末までに予定通り解消する。 

 

３．保険料率の変更時期 

・平成２９年４月納付分からでよい。 

 

４．介護保険料率 

（意見なし） 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

使用は予期しない赤字の穴埋めだけと理解しております。平均保険

料率１０％を維持するために準備金をどう使うかの説明は推測の域

を出ません。準備金の使用を見込んだ赤字予算案が組成可能となる

ようルールを変更する等、先にその手当をしておくことが必要であ

ると思います。 

 

２．激変緩和率 

期限までの解消を図るべく、激変緩和率１０分の５．８の設定は容

認します。 

   

３．保険料率の変更時期 

   平成２９年４月納付分より新保険料率の適用を容認します。 

長野 ９．７６％（９．８８％） 

◆意見 

１．都道府県単位保険料率について 

長野支部評議会では、過半の評議員の方が全国平均保険料率１０％

に賛意を示されました。小職といたしましては、評議会の多数意見の

とおり、平成２９年度全国平均保険料率１０％に賛同いたします。 

ただし、このたび新たに就任された評議員より、『小林理事長より

平成２９年度全国平均保険料率に関する方針表明がなされ、当局への

要請も行われている現状で、各支部評議会に反対意見があったとして

も、方針が変更される余地はないのではないか』との意見がだされま

したことを申し添えます。 

 

２．激変緩和率について 

激変緩和措置につきましては、協会けんぽ設立の趣旨にのっとりで

 

◇意見 

１．都道府県単位保険料率について 

○ （全国平均）保険料率は、長期安定的かつ低水準で維持されること

が望ましい。保険料率１０％は、負担する側にとって限界的な水準

ではあるが、短期的な料率引下げより、長期にわたって１０％を上

回らない水準が維持されることを希望する。従って全国平均保険料

率１０％により算定される長野支部の平成２９年度保険料率、９．

７６％を容認する。 

○ 今後数年の準備金積み上がりの想定額並びに、平成２９年度の予想

単年度収支均衡保険料率および、協会けんぽ発足以来全国平均保険

料率が引き下げられなかった状況を勘案すれば、引き下げが可能な

時には、たとえ僅かであっても保険料率を引き下げるべきではない

か。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

きるだけ速やかに解消するかまたは、平成３２年度に向け激変緩和を

一定割合で規則的・計画的に解消していくことが長野支部評議会の一

貫した主張でした。平成２９年度の激変緩和率 5.8/10 は、評議会の

主張に沿ったものであり賛同します。 

 

３．実施時期について 

平成２９年４月１日からの適用を承知します。 

 

２．激変緩和率について 

   平成２９年度の激変緩和率を平成２８年度の変更幅と同様、1.4/10

引き上げ 5.8/10 とすることに賛同する。 

 

３．実施時期について 

平成２９年４月１日からの適用を承知します。 

岐阜 ９．９５％（９．９３％） 

◆意見 

 当支部の平成 29 年度都道府県単位保険料率について、左記のとおり支

部評議会においてのご意見を聴取した結果を踏まえ、保険料率９．９５％

（対前年度プラス０．０２％）に引上げになることについて、当職として

の意見を申し述べます。 

当支部保険料率が現行の９．９３％から９．９５％へ引上げになること

については、協会の財政状況や、加入者全体で支え合う「共助」という医

療保険の性質などを考慮すればやむを得ないと判断いたします。平均保険

料率に関して、１０％維持と引下げの両方の意見が伯仲するなか、苦渋の

ご決断により１０％とした理事長判断は、当職としても、その判断を尊重

したいと考えます。 

ただし、一部回復基調が見られるものの依然として厳しい経済情勢の

中、加入者・事業主の負担の限界である平均保険料率１０％を長期的に超

えないよう強く要請します。 

また、来年度収支見込みでは準備金残高が 2 兆円まで積み上がると試算

されておりますが、国庫補助率２０％を実現するためにも、準備金の適正

な積立て水準を検討すべきと考えます。 

医療費の伸びが賃金の伸びを上回る財政構造の脆弱性が解消しないこ

 

◇意見 

1.  平均保険料率について 

・平均保険料率は、10％維持が望ましい。 

・準備金の増加が国庫補助に影響を及ぼさないよう、準備金と国庫

補助率とのバランスをとりながら、保険料率 10％は死守してほし

い。 

・少しでも保険料率を下げてもらいたいのが本音だが、中長期の準

備金の動向を考慮してもあまりよくないので、長期的にみて 10％

維持が望ましい。 

○評議会としては、平均保険料率 10％で了承。 

 

2.  激変緩和率の引上げ（幅）について 

・激変緩和率は、1.4/10 ずつ均等引上げでよい。 

○評議会としては、激変緩和率 5.8/10 で了承。 

 

3.  都道府県単位保険料率について 

○評議会としては、支部保険料率を９．９５％（対前年度プラス０．

０２％）に引上げされることについて、やむを得ず了承。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

とに加え、今後の経済動向や高額薬剤等の医療費など、不確定要素が引き

続き存在することから、これらを慎重に見極めつつ、適切・安定的な財政

運営を推進していただきたいと考えます。 

 

 

4.  保険料率の変更時期について 

○評議会としては、4 月納付分から変更について了承。 

 

5.  その他 

・準備金残高の水準について、これ以上の積立ての必要はないので

はないか。 

・高額薬剤の影響を注視し、財務省、国の動向など情報の共有化を

お願いしたい。 

静岡 ９．８１％（９．８９％） 

◆意見 

 都道府県単位保険料率の変更について、支部評議会の意見を聴取したと

ころ、概要は左記のとおりであり、評議員それぞれのお立場から様々なご

意見を賜りました。 

 当職といたしましては、加入者および事業主の皆様には、厳しい経済情

勢の中、引き続きの負担をお願いすることになりますが、静岡支部の平成

29 年 4 からの保険料率 9.81％への変更については、妥当であると考えま

す。 

 なお激変緩和率については、平成 31 年度末期限の当該措置の計画的解

消を確実に実施されることを望みます。 

 

◇意見 

 激変緩和率については、解消期限を踏まえ計画的に解消するため 5.8/10

とすること、 

また変更時期は 4 月納付分とすることで進めていただきたい。また静岡支

部の平成 29 年度保険料率 9.81％について、妥当と考える。 

 

愛知 ９．９２％（９．９７％） 

◆意見 

 平成２９年１月１６日愛知支部にて開催された支部評議会にて、２９年

度の平均保険料率は６年連続１０％だが、愛知支部の保険料率は９．９

２％で前年より０．０５％引き下げになることから、満場一致で承認され

た。平均料率１０％の設定は、可能な限り長期にわたって安定した運営を

 

◇意見 

１．保険料率について 

愛知支部の保険料率はこれまで全国平均を常に下回っており、２９年

度は０．０５％引き下げになる。今後も激変緩和措置が執行されれば、

引下げになることが見込まれることから、今後も事業計画通りの医療
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支部名 支部長意見 評議会意見 

図るという主旨に沿ったものだが、所得に改善傾向がみられることや被保

険者増に比して被扶養者数の伸びが低かったことなどから収支が改善さ

れたことで、準備金が法定額を大幅に超えている。一方で、組合健保にも

１０％を超す組合があることから、国庫補助を受けている立場では引下げ

には一定の配慮も必要であるが、補助の減額も危惧されるところである。

また、激変緩和率を５．８/１０に設定することや変更時期の４月からに

ついては、評議会においても異論がなく妥当である。 

 財務基盤が比較的安定しているこの時期に、長期に亘って皆保険制度を

持続可能なものとするため、高齢者医療制度や高額化する医療費について

の制度整備が喫緊の課題であると思料する。 

費削減努力に期待している。 

 

２．準備金の扱い 

多ければ多いほど安定的な運営は可能になるが、法定額を大幅に超え

た準備金は、上限額が設定されていないため、あまり積みあがると国

庫補助を減額されることも危惧される。 

 

３．激変緩和措置 

３１年度まで着実に１．４づつ執行されることを望む。 

 

４．変更時期 

２９年４月分からとする。 

三重 ９．９２％（９．９３％） 

◆意見 

 現在の保険料率算定方法による平成 29 年度の三重支部保険料率を

9.92％に変更することについて容認します。 

 平均保険料率に関して、三重支部評議会では 10％維持と引き下げの両

方のご意見をいただきました。短期的視点で考えますと、準備金残高が 1

兆 7000 億円を超えるなかでは保険料率を引き下げ、加入者等に還元すべ

きであると考えます。しかしながら、協会財政の赤字構造は依然として解

消しておらず、不透明な経済情勢や医療費の動向等も不確定の中では、中

長期的な視点から平均保険料率１０％の維持はやむを得ないと考えます。 

ただし、多くの加入者、事業主の方々から現在の保険料率１０％が限界

であるという声を聞いております。平均保険料率１０％を超えることは中

小企業の経営を悪化させ、かつ加入者の生活に大きな負担を強いることに

 

◇意見 

平均保険料率１０％維持の方針に基づき、三重支部の保険料率９．９２％

へ変更することについて了承いたします。 

なお、中小企業の経営状態は依然として厳しく、平均保険料率１０％を

超えないように、できる限り持続させていただくため、今後も中長期的で

安定的な運営に努めていただきたい。 
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なることから、中長期的に安定した事業運営を進めていくように望みま

す。 

激変緩和措置については、前年度の保険料率の意見でも申し上げました

が、リーマンショック後の経済的に不安定な状況も一定の目途がつき、当

初の都道府県単位保険料率の原則に立ち戻る時期にきているため、今後、

特別な事情が発生した場合を除いて、激変緩和措置を毎年度均等に引き上

げることに異論はありません。 

滋賀 ９．９２％（９．９９％） 

◆意見 

 平成 29 年度の滋賀支部保険料率については、平均保険料率 10.00％、

激変緩和率 10分の 5.8 とした場合、9.92％となり前年度 0.07 ポイントの

引き下げとなります。 

 

 保険料率の算定にあたっては、平成 29 年度の収支見込（医療分）にお

いて準備金残高が２兆円を超える見込みとなっており、平均保険料率

10.00％を維持することで、法定準備金が２倍以上に積み上がる見通しで

あります。また、健康保険の保険料率については、健康保険法第 160 条第

3項において、毎年度の収支の見込みに基づき単年度収支均衡により算定

するものとされています。 

 

 このことから、当支部の評議会では、平均保険料率を引き下げたとして

も複数年度は法定準備金を上回る水準を維持できることや、協会の財政は

単年度収支均衡であることから、保険料率は引き下げられるときには引き

下げるべきであるといった意見が多くありました。 

 

 

◇意見 

１．平成 29 年度保険料率 

・単年度収支均衡の原則を鑑みると、保険料率を引き下げられるときは下

げ、引き上げなければならないときは上げるべきであると考えます。ま

た、準備金残高が積み上がった要因について、加入者・事業主に対して

丁寧に説明するべきだと考えます。 

・保険料率を引き下げることは、中長期的にみれば財政に影響があると思

いますが、来年度の保険料率のことだけを考えると、どの試算ケースに

おいても法定準備金を十分に確保できるのですから、保険料率は引き下

げるべきであると考えます。 

・2兆円を超える準備金残高が積み上がっていく中で、保険料率を 9.6％ま

で引き下げたケースでも法定準備金を下回ることがないことを踏まえる

と、29 年度の保険料率は引き下げる必要があると考えます。 

・滋賀支部のことだけで考えると、保険料率は引き下げることが望ましい

のですが、オールジャパンで考えたときには、滋賀支部だけ下がればよ

いということにはならないと思います。また、5年間の収支見通しでは、

協会全体の収支となっており、滋賀支部だけの収支がわからないことか
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 当職としては、平均保険料率 10.00％を維持することについて、当支部

をはじめとし各支部の評議会において保険料率の引き下げを求める声が

多く出されたことを鑑みれば、到底容認することはできず、引き下げでき

るときは少しでも引き下げるよう要望します。 

 

 なお、保険料率の変更にあたっては、中長期的に安定した保険財政運営

を行うことや、加入者・事業主の理解を得るためにも、次の意見を付帯す

るので、今後、十分に検討していただくよう要望します。 

 

（付帯意見） 

１．依然として協会財政の脆弱性が残ることから、国庫補助率 20％の実

現に向けて引き続き強く求めていくこと 

 

２．準備金残高が法定準備金を大きく上回る理由や協会財政の脆弱性等に

ついて、また、保険者機能の強化・発揮に向けた医療費適正化等の取り

組みについて、加入者・事業主に対して丁寧な説明を行うこと 

 

３．保険料率の変更に係る支部評議会の意見が、十分に反映される仕組み

を構築すること 

 

らも、保険料率を考えるときには協会全体での議論にならざるを得ない

のではないかと思います。 

・当社は、滋賀県以外にも会社があるので、勤務地によって保険料率が異

なると、従業員の間で不満等が生じることが懸念されるため、滋賀県の

本社で一括適用しています。都道府県により保険料率の差が大きくなる

と、複数の県に会社があれば、本社を移転するといったことを考える会

社も出てくるのではないかと思います。 

 

２．激変緩和措置 

・保険料率を引き下げることで国庫補助率が引き下がることになるのであ

れば、滋賀支部としては、激変緩和率を 31 年度末の期限よりも早い時期

に、本来の 10分の 10 まで引き上げるべきとの意見になると考えます。 

・激変緩和措置の期限は 31 年度末までとなっており、また、28 年度におい

て均等に引き上げるとしたのですから、保険料率が高い支部にとっては

厳しいことかもしれませんが、激変緩和率は、毎年、均等に引き上げて

いくべきだと考えます。 

・保険料率が低い長野支部の医療費については、地方自治体等が率先して

地域の予防医療に取り組んだ成果であるのですから、激変緩和率の引き

上げは必要なことであると考えます。 

３．変更時期 

・平成 29年 4月納付分からの変更でよい。 

４．その他 

・国は、被用者保険間の財政力を調整する目的で国庫補助金を交付してい

るのですから、財政基盤が脆弱な協会けんぽとしては、国庫補助率を 20％

へ引き上げるよう強く要求していくべきだと考えます。 

・国庫補助率が引き下げになるかどうかについては、国において議論すべ
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き問題であり、協会けんぽが議論すべき問題ではないと考えます。国庫

補助率については、依然として協会の財政基盤が脆弱であるとして、国

に対して 20％への引き上げを要求することでよいと思います。 

・医療費が増加するので協会の支出の増えることが当たり前であると考え

るのではなく、支出の増加の要因として医療費の増加が影響しているの

であれば、医療費が増加した原因を追究し、少しでも支出を減らすよう

にするべきではないかと考えます。 

京都 ９．９９％（１０．００％） 

◆意見 

 引き続き、２９年度の平均保険料についても維持となったことが残念で

す。 

 評議員を始め、協会関係者の意見が維持と引下げとに大きく分かれる

中、恐らく一般加入者においても同様な状況で、引き下げを求める加入者

も多いと推測します。 

今回の決定に当たり、料率維持の選択に至った理由はお示しいただきま

したが、引き下げを希望する加入者にとって十分納得できる理由になって

いないのではないでしょうか。 

 協会けんぽの財政基盤の構造的な脆弱性と今後の不確定要素が理由で

あるならば、併せて、引き下げの見込みについて、又はどのような状況に

なれば引下げに踏み切るのか、協会の考えを明確に示す必要があると考え

ます。 

 被用者保険のセーフティネットとして国庫補助を受ける制度的な特性

が理由であるのなら、協会の掲げる自主自立の運営との関係についても触

れていただきたいと思います。 

 また、現在の被保険者・事業主が中長期の財政安定化の為に必要以上の

負担をした結果が、将来の被保険者・事業主にとって負担増の回避となる

 

◇意見 

１．保険料率 

（事業主代表） 

 ・経営者の立場から言うと、地方経済はいまだ厳しく、先行き不透明な

状況にあり、社会保険料の事業主負担というのは非常に負担が大きい。

保険料率をこれ以上上げないことはもちろんだが、引き下げが可能で

あるなら、是非下げていただきたい。 

 

 ・協会が保険料率を下げた場合の国庫補助率について、国がどう考えて

いるのかを、はっきりとオープンにさせるべきである。 

 

 ・１０％が負担の限界とされているが、事業主・加入者としては限界か

ら引き下げて欲しいのであって、限界とされる料率を続けていくこと

には疑問がある。また、この１０％が適正な水準なのかについては、

今後の医療制度の在り方や消費税の動向等のマクロ的な視点も含めて

考えるべきである。 

 

 ・昨年の議論の過程で、厚労省の担当者から料率を下げることについて
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ことについては、共助の精神で説明できるものではありません。 

 繰り返しになりますが、料率引下げを願う加入者が納得できる協会の見

解を是非ともお示しいただきたく、お願い申し上げます。 

 なお、平成２９年度保険料率に係る評議会の意見は、左記のとおりです。 

 

足枷となるような発言があったと記憶している。国の考えは、保険料

率を下げさせないということなのかもしれないが、評議会での議論を

無駄にせず、評議会としての仕事・役割を果たすためにも、こちらの

意見（平均保険料率引下げ）を強く伝えていかなければならない。 

  

 ・保険者として財政に余裕を持っておきたい気持ちはわかるが、準備金

が２ヵ月分まで積み上がっている状況であれば、料率を引き下げる考

えがあっても良いと思う。また、料率を下げないということなのであ

れば、溜まった剰余金の使い道は適正なものでなければならない。例

えば、剰余金で医療費削減につながる事業を実施する仕組み等が考え

られるが、明確な使い道を決めずに、必要以上の準備金を積み上げて

いくことには疑問を感じる。 

 

（加入者代表） 

 ・毎年、５年間の収支見通しを基礎に料率を議論しているが、過去に示

されていた収支見通しがどの程度正確であったかについては疑問を持

っている。試算結果と将来の実際の数字にズレが生じるのであれば、

単年度収支均衡を重視して料率を決定すべきである。 

 

 ・近年を見ると、賃金は徐々に上がってきており、急に悪化することは

ないだろうし、さらに上昇する可能性もあるのだから、悲観的な見通

しによって必要以上に準備金をため込むのではなく、単年度収支を重

視すべきである。 

 

 ・現在の国庫補助の仕組みは、料率を下げないことを前提としたものだ

と感じるが、このまま１０％を維持した結果、準備金が過剰に積み上
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がった場合にも、国庫補助削減の話が出る可能性があるように思う。

毎年度、単年度収支が均衡する保険料率とすれば、準備金残高を安定

させることができる。また、保険料率決定の理由も明確になるため加

入者の理解も得やすいのではないか。 

 

・運営委員会で理事長から示された１０％維持とした理由は、結論あ

りきの理由付けになっていると感じる。直近の収支見込によると２

９年度均衡保険料率は９.７２％となっており、２８年度の均衡保険

料率はさらに低かったものと思われる。この状況で、将来のマイナ

ス面の予測ばかりを強調して料率を下げないということであれば、

事業主・加入者に下がることはないという意識を与えてしまい、健

康づくりの取組も進んでいかないのではないかと思う。 

 

（学識経験者） 

 ・医療費が増加していくなかで賃金が伸びないという前提では、悲観的

な議論にしかならない。昨年も同様の前提で、平均保険料率１０％維

持とした結果が法定額の２倍近い準備金残高なのだから、収支見通し

等のシミュレーション方法について再検討すべきではないか。 

 

 ・運営委員会での理事長の発言に、バブル崩壊によって準備金が急激に

減少し財政が窮迫した歴史があったことを忘れてはならないとある

が、これは、変えることのできない過去の事例を持ち出して、「これか

らも１０％から下げるつもりはない」と言っているに等しい。 

 

２．激変緩和措置 

（評議会） 
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 ・毎年１.４／１０ずつ引き上げていくべきである。 

 

３．変更時期 

（評議会） 

 ・４月納付分からの変更で良い。 

大阪 １０．１３％（１０．０７％） 

◆意見 

昨年度の大阪支部における保険料率に関する議論においては、評議員全

員より引下げの意見があったものの、理事長が協会発足後の厳しかった財

政問題の経緯および協会けんぽを取り巻く諸状況を総合的に判断されて

苦渋の決断をされたことを踏まえ、小職は平均保険料率１０％の維持決定

をやむを得ないものとしました。 

また、その時に理事長が表明された「可能な限り長期にわたって、負担

の限界である１０％を超えないようにすること」に対して、「準備金を取

り崩してでも最低限死守いただくことに加えて、単年度収支と準備金の状

況により平成２９年度にも改めて料率引下げの検討」を要請させていただ

きました。 

 

そのような経過の中での平成２９年度の保険料率についてですが、平成

２８年度の単年度収支差は昨年議論した時点よりもさらに黒字幅が大き

くなり（平成２７年１２月時点での見込み３，９１１億円、平成２８年１

２月時点での見込み４，５９５億円）、それに伴い準備金も１７，６９５

億円に積み上がる見通しです。平成３２年度までの５年収支見通しでも、

平成３１年度の準備金残高は１０％維持ではどのケースでも２兆円以上

あり、本来であれば保険料率を引下げるべきと考えます。 

また、今回の議論の中で示された「今後１０年間の準備金残高と法定準

 

◇意見 

【学識経験者】 

・ 単年度収支が原則だが、高額新薬や賃金の伸びなどにより収支見通

しに不安定な要素があるのであれば５年程度のタームで判断し、平均

保険料率 10％を維持するのがよいのではないか。 

・ 平成 27年 11 月 25 日運営委員会における厚生労働省による健康保険

法第 160 条第 1 項および同条第 3 項の解釈説明が正しいのか疑問であ

る。 

・ 厚生労働省による解釈説明とするならば、準備金の性質について、

単年度収支において突発的な要因による医療費の高騰にも対応できる

ように、一か月分以上を保有するものなのか。または、準備金に準備

的要素があって保険料率の議論になるのであれば、中期的な保険財政

運営の安定のために積み立てているということを国にも認識を共有化

させること。そうすることで、準備金が積みあがっても国庫補助金を

減額される心配をしなくてもよいのではないか。 

 

【事業主代表】 

・ 昨年の議論でも同じであるが平均保険料率 10％維持だといっても、

大阪支部は実質的には 0.13％上回っている。事業主や加入者の立場か

らいえば維持ではなく増額である。支払う額が同じという意味におい
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備金に対する残高の状況」についても、医療費の伸びが賃金の伸びを上回

る（いわゆるワニの口が開いている）状況を機械的に１０年に延ばせば、

当然にどこかで法定準備金を下回る訳で、１０％維持のための補強資料と

しか考えられません。ただ、その資料を前向きにとらえれば、今後１０年

間は保険料を上げない可能性への意思表示と受け止めることもできます。 

 協会けんぽの理念のキーコンセプトの中に、「被用者保険の受け皿とし

ての健全な財政運営」に並置して「加入者及び事業主の意見に基づく自主

自律の運営」とあります。中長期的に安定した保険財政運営を行うことは、

協会けんぽとしての責務である一方、主体は加入者及び事業主であって自

主自律の運営でなくてはなりません。このことは協会けんぽの運営に関わ

るものとして常に念頭に置いておく必要があります。 

 

以上を踏まえ、健康保険法第１６０条第７項の規定に基づき、大阪支部

の平成２９年度保険料率の変更にあたって、１月２０日に開催した評議会

でのご意見をお聞きした上で小職としての意見を下記のとおり提出いた

します。 

 

              記 

 

１． 平均保険料率について 

理事長として、中長期的に安定的な財政運営、加入者・事業主・国民

の皆様の理解等を総合的に判断し、平均保険料率１０％を決断された訳

ですが、今後の高齢者医療費の増加、高額新薬の負担の増加等医療保険

を取り巻く状況の厳しさに加えて、現在の国際情勢が不安定な中で、リ

ーマンショックのような日本経済の急激な変調の可能性がないともい

えません。 

て大阪支部は、その分下げていただきたい。 

・ 今の時代において、準備金を安全に運用すれば保険財政は安定する

のではないか。保険料率を毎年変動させないでいただきたい。 

 

【被保険者代表】 

・ 加入者は納得して保険料を支払っているのか。決してそうではない。

保険料率変更の理由など加入者に対して透明性が必要ではないか。 
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小職としては、理事長の総合的に考えての「決断」を尊重し、中長期

的に平均保険料率１０％を超えないことを前提として、平均保険料率を

１０％で維持することはやむを得ないと考えます。 

ただ、中小企業を中心とする大阪の現状を考える時、少しは改善の兆

しはあるものの実感に乏しく未だに厳しい経営状況が続いており、当支

部の評議員からは、「１０％が保険料の負担の限界と言ってきたが、大

阪はすでに１０．１３％になっている。」との厳しい意見をいただいて

いることは申し添えておきます。 

また、２兆円を超えようとする準備金については、健康づくり等の医

療費適正化の取り組みに有効に活用することも考えていただきたいと

考えます。 

 

２．激変緩和措置について 

急激な保険料上昇を抑制するために、激変緩和措置は均等の引き上げ

として１０分の５．８でやむを得ないと考えます。 

今後の激変緩和措置の引き上げについては、計画的に１．４ずつ解消

が既成事実のようになっていますが、高い都道府県保険料率の支部に配

慮して再考の余地があるように思います。 

 

３．保険料率の変更時期について 

  これまで通り４月納付分からの変更で問題ないと考えます。 

 

４．都道府県単位保険料率について 

上記を勘案すると、平成２９年度については大阪支部の保険料率は１

０．１３％でやむを得ないと考えます。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

５．その他 

大阪支部の保険料率が１０．０７％から１０．１３％に大幅に上昇す

ることから、事業主、被保険者の保険料を負担いただく方々には、従来

以上に保険料率の決定の仕組みとプロセスを理解いただくためにも丁

寧にわかりやすく説明していく必要性を強く感じています。 

兵庫 １０．０６％（１０．０７％） 

◆意見 

平均保険料率については、安定的な事業運営及び制度の特性を考慮すれ

ば、10％維持もやむを得ないと考える。 

激変緩和措置及び料率の変更時期については、これまでの方針どおりで

問題ないと考える。 

都道府県単位保険料率について兵庫支部においては 10.07％から

10.06％と若干の引き下げとなるが、兵庫支部が全国平均保険料率より

0.06％高い現状を真摯に受け止め、これまで以上にデータヘルス計画に基

づく保健事業及び医療費適正化に邁進し、加入者利益を実現に向けて取り

組んでいく決意で支部運営を行っていく。 

 

 

◇意見 

（評議員意見） 

●医療保険は単年度収支が均衡しているのが原則であるが、保険料率を毎

年変動させるのもどうかと思うから 5 年程度の見通しを立てて検討するの

は問題ない。ただ準備金が1.9か月積みあがっている現状では保険料率10％

維持を絶対に守らなければいけないものではない。 

●平均保険料率を 0.1％だけでも引き下げてもいいのではないか。 

●少額ではあるが、賃金は着実にアップしているので、医療費を抑制でき

れば保険料率を上げる必要はない。 

（議長意見） 

●安定的な事業運営の面から平均保険料率 10％で維持するという理事長の

判断は理解できる。都道府県保険料率はそれに応じて決定される仕組みな

ので議論の余地もない。 

保険者機能を強化し健康づくり事業に力をいれて長期的には医療費を削減

していく方策をとっているのは評価できる。 

●激変緩和措置及び料率の変更時期については特段の反対意見もなく了承

された。 

●これまで、5年先の予想を示してきているが、その実証がされていないの

に、10 年先の見通しを立てても意味がないのではないか。まず、検証して

から保険料率について議論するべきではないか。 



 

   47 

 

支部名 支部長意見 評議会意見 

奈良 １０．００％（９．９７％） 

◆意見 

平成２９年度奈良支部保険料率については、「全国平均保険料率１０％

維持」に基づき算出された結果「１０.００％」となり、前年度比では＋

０.０３％の負担増となります。 

この決定は、評議員・事業主・加入者の期待に応えたものとは言い難く、

下記理由により容認し難いものではありますが、このタイミングにおける

判断としては、２９年度の支部保険料率についてはやむを得ないと思料し

ます。 

 

【容認し難い理由】 

① 平成２９年度の収支均衡保険料率が９.７２％にもかかわらず、単

年度でも引き下げられない理由や、料率１０.００％に据え置く必

要性が説明しにくいこと。 

② 「中長期的な視点から安定的な財政運営を行う」という趣旨は理解

できても、準備金残高（２兆円超）が、緊急の保険給付に備えるた

めの法定準備金（１か月分：約７千億円）を大幅に超え、約３か月

分に達しているが余剰準備金の適正額が示されていないこと。 

③ 収支均衡保険料率を超える保険料率を課された加入者の負担と医

療費適正化の努力等により、新たに積み上がった準備金の１６.

４％を国庫補助金から減額するという方式は、実質上の国庫補助の

カット（実質１５％台の国庫補助）であり、協会けんぽの財政構造

の脆弱性を補強するための「期間の定めのない１６.４％の国庫補

助」と矛盾し、本来の趣旨に反する 

と思われること。 

 

 

◇意見 

奈良支部評議会における平成 29 年度保険料率に関する意見 

○平成 28 年度第 5回評議会（平成 29 年 1 月 17 日開催） 

 

【事業主代表】 

○医療費は伸び続ける一方であり、いずれは行き詰ってしまう。今は準備

金が積み上がっているが、支出は増え続けいずれ枯渇して、このままで

は患者負担割合を現在の 3割から 4割、5割と引き上げていかないと対応

できなくなる。平成 29 年度の見込みを見ても、準備金は積み上がってい

るものの、支出の伸びが収入の伸びを 2,000 億円ほど上回っている。足

りなくなれば、何かで補わなければならない。このような状況は理事長

にもしっかり認識していただきたい。 

 

○平成 29 年度の見込みでは状況は良くなっているように見えるが、3 年後

にはオリンピックがあり、オリンピックの後というのは景気が落ち込む

傾向があるので、収入の伸び率が上がり続けることはないと思う。仮に

今後、協会の財政が赤字になるようなことがあれば、国庫補助率を 20％

まで引き上げるべきである。国庫補助ではなく、保険料率を引き上げて

対応するようなことがあっては何の意味もない。国庫補助の引き上げに

ついては、言い続けていかなければならない。また、保険料率は 10％が

限界であることも言い続ける必要がある。 

 

○協会が設立されてすぐ赤字になったことがあった。その時は保険料率を

引き上げて対応したが、準備金が 2 兆円あったとしても、すぐになくな

る。当時、国庫補助率も 13％から 16.4％に引き上げられたが、その時も



 

   48 
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従って、平成３０年度以降の全国平均保険料率の算定にあたっては、次

の点を要望します。 

 

① 保険料率の引き下げ・維持について、早期の段階から議論すること。 

（評議会意見とともに、支部長意見も１０～１１月頃にまとめて運

営委員会に報告する） 

② 法定準備金を超える準備金の限度額の設定や、別途積立を協会内部

で行うこと。 

・例えば、法定準備金を含めて２.５か月分を超える場合は、その

超過分を翌年度以降の全国平均保険料率の引き下げに自動的に反

映させる。 

・または、中長期的な観点から、負担の限界である保険料率１０％

をできる限り長期に据え置くため、法定準備金１か月を上回ってい

る金額は別途積立として協会けんぽ内に留める。 

③ 被用者保険における最後の受け皿として、他の被用者保険の保険料

率と比べて長年にわたり、見劣りする保険料率を余儀なくされ続け

てきた経緯をふまえ、協会けんぽとしては、「１０％を負担の限界」

として、被用者保険間の保険料率格差の解消、負担の公平化に向け、

２０％国庫補助を強く要請していくこと。 

 

なお、激変緩和措置、保険料率の変更時期については、異論はありませ

ん。 

 

単年度収支が 5,000 億円ほど赤字になった。今後も積み立てた準備金が

なくなる可能性があるので、協会の財政が安定することから、準備金を

積み上げることには賛成する。ただし、積み上がった分の 16.4％は国へ

返すのではなく（法定準備金を超過して新たに積み上がる準備金に対し

国庫補助が減額される特例措置について）、別途、協会けんぽの積み立て

として置いておくべきである。極端な意見かもしれないが、将来の世代

のためにも言い続けないといけない。 

 

○保険料率 10％据え置きということについては決定されたので承服するし

かないが、準備金を積み立て過ぎたら国に返さないといけないというこ

と（法定準備金を超過して新たに積み上がる準備金に対し国庫補助が減

額される特例措置について）には納得ができない。協会けんぽの中で別

途積み立てておくべきである。 

 

【被保険者代表】 

○赤字になっても保険料率は 10％から引き上げることのないようにしてい

ただきたい。 

 

【学識経験者】 

○今回、保険料率 10％据え置きを認めることを前提として、例えば、準備

金を積み上げるのは何ヵ月分までと決めておいて、それを超えて積み上

がるようなことがあれば、均衡保険料率まで引き下げて加入者に還元す

るといった方法が妥当ではないか。何ヵ月分という数字は決めてもらっ

たらいいとして、例えば、バブル崩壊前は準備金残高が 3.9 ヶ月分あっ

たわけだから、3.9 ヶ月まで準備金が積み上がれば、保険料率を均衡させ

るというように、あるところまで準備金が積み上がれば、均衡保険料率
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まで戻すべきである。 

 

○保険料率について、10％にするか、均衡保険料率まで引き下げるのかと

いった二者択一の議論ではなく、例えば、少しは積み上げて、少しは保

険料率を引き下げるといった議論があってもいいのではないか。来年度

以降の話になるが、将来的なことを考えて準備金を積んでおきたいとい

う理事長の考えと、少しでも下げてほしいという加入者の考えを両方取

り入れたような形で保険料率を設定するといった考え方があってもいい

と思う。もちろん、準備金がある程度まで積み上がれば、均衡保険料率

まで引き下げるべきだが、準備金も積み上げて加入者にも還元するとい

った、真ん中を取るような考え方が今回どれだけ議論されたのかが疑問

である。 

 

○準備金が 3ヵ月分も積み上がり、今後どこまで積み上がるのかという中

で、やはり準備金残高が適正なところまでくれば、均衡保険料率まで引

き下げるということが基本的な考え方ではないか。また、新たに準備金

が積み上がった際に国庫補助を減額することはやめてほしい。 

 

奈良支部評議会における平成 29 年度保険料率に関する意見 

○平成 28 年度第 4回評議会（平成 28 年 12 月 12 日開催） 

 

【事業主代表】 

○補助金を返せということ自体がおかしい。（法定準備金を超過して新たに

積み上がる準備金に対し国庫補助が減額される特例措置について） 

 

○国庫補助について、準備金残高として大きく積み上がるのであれば、減
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額はやむを得ないとして、仮に準備金が不足するときに、国庫から補助

してもらえるような仕組みにしておくべきである。過去、準備金が不足

した際に、我々事業主や加入者は大変な思いをしてきた。現行の制度で

あれば、準備金が不足した場合には、保険料率を引き上げて対応するし

かない。 

 

○支部から上がった多くの意見に対して、本部として、対応、回答すると

いった動きが全く見られない。結局、保険料率は上の方で決めてしまっ

て、極論すれば、評議会があってもなくても同じような印象を受ける。 

 

○保険料率について、過去 8.2％だったものが 10.0％まで上がった。保険

料率の上限も 12％から 13％まで引き上げられた。法律でこのようになっ

ている以上、上限まで上げられる可能性はある。今後、高齢者はどんど

ん増え、医療費や拠出金が増加していくことが予想される。また、ひと

たび新しい病気が流行すれば医療費は一気に増加する。このように、将

来的に赤字になることが考えられる中、特例措置により新たに積み上が

った準備金の 16.4％を国庫補助から引くのであれば、赤字になった時、

国庫から補てんする仕組みを作るべきである。 

 

【被保険者代表】 

○結局、保険料率 10.0％維持ということで本部より方向性が示されている

が、本部の資料を見ても 5年後あるいは 10年後には準備金が不足するぞ

といった見通しを突き付けられ、我々がどれだけ意見を言っても、あら

かじめ 10.0％維持が決まっていて、最終的にもそのまま決定されるのだ

なと感じる。 
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【学識経験者】 

○法定準備金を超過して新たに積み上がる準備金に対し国庫補助が減額さ

れる特例措置について、新たに積みあがった分の 16.4％が減額されるこ

とを考えると、実際の国庫補助は 16.4％に満たないことになる。 

 

○意見を言っても反映されないかもしれないが、だからといって意見を言

わなければ、変わることは絶対にないので、むなしいと思うかもしれな

いがしつこく言い続けるしかない。 

 

奈良支部評議会における平成 29 年度保険料率に関する意見 

○平成 28 年度第 3回評議会（平成 28 年 10 月 24 日開催） 

 

【事業主代表】 

○昨年も保険料率は下げるべきという意見が出ていたが、準備金残高の過

去の推移を見ていると、積み立てが一気になくなるということも考えら

れる。我々経営者としては、今後、何らかの要因で赤字になったとして

も、保険料率を引き上げるのではなく、準備金で何とかするという形を

とっていただきたい。準備金を積み立てるのであれば、新たに積み上が

った分の 16.4％が国に召し上げられるという今の制度はおかしい。 

 

○準備金について、新たに積み上がった分の 16.4％を減額するのではなく、

何かあった時のために使えるよう蓄えておくべき。 

 

○事業主だけでなく、従業員にとっても負担が軽減されるのであれば、や

はり下げられるときに下げてほしい。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

○高齢化が急速に進む中、国にはもっと実情をわかってほしい。国庫補助

率について、平成 22 年度に 13.0％から現行の 16.4％まで引き上げられ

たが、健康保険法本則の上限が 20％となっていることを考えると、その

点についても再度引き上げの議論がなされるべき。 

 

○現行の国庫補助率 16.4％について、13.0％に引き下げられることのない

ようにしていただきたい。 

 

○新薬の使用は良いことだが、高額新薬の場合、数年たって保険適用され

れば多くの人が使用しやすくなり、医療費もいつかパンクしてしまう。

その医療費はこれからの若い世代が負担することになるが、はたしてそ

れは平等と言えるのか。そのあたりについても、国で議論していただき

たい。 

 

【被保険者代表】 

○昨年も同じ議論があり、保険料率は下げるべきとの話が出ていた。先日

開催されたブロック評議会でも同じような意見が出ていたが、昨年は結

局、最終的に理事長の判断で 10％維持を決定したこともあり、評議会は

評議員のガス抜きのために行っているのではないかとの意見まで出てい

た。将来的にどうなるかは分からないが、資料によると、数年先までは

黒字で推移することを考えると、保険料率の引き下げは可能である。今

後、他の支部でも保険料率を引き下げてほしいという意見が出てくると

思う。ブロック評議会においても、近畿の支部長から下げてほしいとい

う話が出ていたように思う。このような状況で、本部ではどのように判

断するのかは分からないが、引き下げの意見が多数となった場合でも、

本当に引き下げていただけるかどうかという点については疑問に感じ
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る。 

 

【学識経験者】 

○10年先までの収支見通しが示されているが、10年先まで見る必要はない。

高額新薬の状況や今後の医療費、景気もどうなるか分からず、また、平

成 30年度には国保も県に移管される。このような状況で、10 年先まで考

える必要はない。判断のポイントは 1年先か 5年先かでよい。 

 

○昨年度、協会けんぽ全体としては、中長期的な展望で保険料率を 10％に

維持すべきとの判断がなされたが、奈良支部評議会としては、均衡保険

料率まで保険料率を下げるべきという意見を提出した。今回も保険料率

を据え置くか、均衡保険料率まで引き下げるかが基本的な論点であるが、

下げることができる時は下げるべきという考え方は変わらない。ただ、

下げることができないのであれば、せめて現行の支部の保険料率を維持

すべきであって、引き上げるということは望ましくない。我々評議員の

なすべきことは、最低でも現行の保険料率を維持することかと思うが、

たとえ 5年先に準備金残高が減るとしても、やはり来年度は均衡保険料

率まで引き下げるべき。昨年の理事長の判断からも厳しいことかもしれ

ないが、来年度は均衡保険料率まで下げるべき。 

 

○本部の方針や、他支部の意見が出そろっていない状況において、奈良支

部としては、均衡保険料まで引き下げるというのが現時点での主張では

ないか。そのように主張しなければ、このまま据え置きになってしまう。

年末に向けて、状況が変わることがあれば、その時また考えるべき。 

 

○どのケースにおいても、来年度のことを考えたら均衡保険料率 9.6％は変
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わらないので、それを適用するのが現時点の考えだと思う。仮に準備金

を残したいのであれば、例えば、法改正して法定準備金を 2ヵ月、3ヵ月

とするための議論をするべきではないか。準備金が減った時に減った分

の 16.4％を補てんしてくれるのならいいが、新たに積み上がった時だけ

減額されるというのは不公平だ。 

 

○これ以上準備金を積み立てる必要があるのかという点、必要があるのな

ら高い保険料率は受け入れなければならないという点、また、新たに積

み上がった準備金の 16.4％が減額される点についてどう考えるかが必要

である。新たに積み上げた準備金がそのまま積み上がるのであれば 10％

維持もやむを得ないかもしれないが、単に国に召し上げられるというこ

とは納得ができない。 

○オプジーボはもともと悪性黒色腫に対して承認されていたが、その適応

は拡大されている。それにもかかわらず薬価はそのままというのではお

かしい。高額新薬については、その効果や、使用範囲、薬価等について、

今後も国で議論していただきたい。 

 

【評議会意見】 

○激変緩和措置については期限までに均等に引き上げでよい。 

 

○保険料率の変更時期は 4月納付分からでよい。 

和歌山 １０．０６％（１０．００％） 

◆意見 

○和歌山支部保険料率  

  28 年度 10.00％→29 年度（見込み） 10.06％（+0.06％） 

 

 

◇意見 

●将来、準備金残高が減ってくることを考えて保険料率は据え置きという

ことであるが、単年度収支差は減ってはいるが、準備金は増えており、平

成 29年度見込みで２兆円を超えている。 
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平均保険料率を引き下げる議論があったにもかかわらず、平均保険料率

が 10.00％の据え置きとなり、結果、和歌山支部における保険料率が

0.06％引き上げとなり、負担の限界である 10.00％を超えることは、極め

て遺憾であり到底容認できないものである。 

 

〈理由〉 

・現在、多額の準備金残高があるのは、リーマンショック後の厳しい経済

状況の中、加入者・事業主の大きな負担により積み上がったものであり、

この先、一定期間は法定準備金を上回る準備金がある見通しならば、平均

保険料率は均衡保険料率までではなくても、一定程度引き下げ、加入者・

事業主の負担軽減を図るべきであると考える。 

 

・今年度の平均保険料率についての議論では今後 10 年間の収支見通しが

示されたが、地方経済の現状は厳しい中、10 年先将来の保険料負担を加

入者・事業主は考える余裕はない。 

 

・平均保険料率を 10％に据え置きとすることにより、評議員は評議会に

おける保険料率の議論の必要性を感じていることから、来年度以降の保険

料率の議論については据え置きを前提とするのではなく、評議員の意見を

反映したものとすること。 

 

 リーマンショック等で財政が厳しくなり保険料率を引き上げてきた時

は、財政状況が良くなった時に引き下げるということで容認してきた。現

在、準備金残高が積みあがっている状況であれば、保険料率は引き下げる

べきである。 

将来、保険料率を引き上げなければならいない時には、引き上げ幅は大

きくなるかもれないが、財政が厳しいのであれば仕方がないと思います。

（事業主代表） 

 

●準備金が積み上がり保険料率を引き下げできる時には引き下げてほし

い。（事業主代表） 

 

●将来、医療費が増えることが分かっているならそれに備え、今後保険料

率を引き上げなければならない時には、その引き上げ幅をできるだけ抑え

るようにした方がよいと考えます。そうした観点から今回の平均保険料率

10％の維持は妥当だと考えます。（事業主代表） 

 

●いつまで平均保険料率を 10％で維持できるか将来のことは分からないこ

とから、準備金が大きく積み上がっていて、保険料率の引き下げができる

時には引き下げるべき。そして、保険料率の引き上げが必要になった時に

は、引き上げも仕方がない。 

 準備金が積み上がりすぎたら、国庫補助が削減される可能性があるので

はないか。 

（被保険者代表） 

 

●支部の保険料率が引き上げとなることについてはやむを得ないと思いま

す。しかし、0.06％の引き上げは企業にとって負担となり、介護保険料率
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支部名 支部長意見 評議会意見 

の引き上げも負担になってくることから、支部としては引き下げの方向で

訴えていくべき。（学識経験者） 

 

●和歌山支部の保険料率が上がるのは、計算の結果であるのでやむを得な

いとは思うが、医療保険は（短期保険という原点に立ち返り）単年度収支

で考えるべきであり、準備金が積み上がっている時には保険料率を引き下

げるべき。（学識経験者） 

鳥取 ９．９９％（９．９６％） 

◆意見 

29 年度平均保険料率は引き下げ、鳥取支部保険料率も前年度水準を最

低限維持すべきと思料する。 

 

 当支部評議会では、28 年度の積立金が必要とされる準備金の水準を

大幅に超過し、29 年度もさらに増える見込みにも拘らず、平均保険

料率は下がらず、かつ鳥取支部の保険料率が上がることは納得できな

い、また、加入者・事業主の理解を得ることが難しいとの意見で一致

した。 

また、運営委員会では、「加入者への丁寧な説明が必要」との意見が

あったが、当支部評議会ではその決定が当支部を含めた都道府県評議

会への「丁寧な説明」となっていないとの意見が多数となった。 

 

 昨年は理事長の判断止むなしとの支部長意見を出したが、本年の評議

会では、制度の不備、過去の収支見通しと決算の大幅な相違からの収

支見通しへの不信感、加えて支部評議会・運営委員会を経た理事長見

解に至る保険料決定プロセスへの不信感や不満、あきらめ感などがこ

れまでで最も強く出てきている。 

 

◇意見 

 理事長へ質問をさせていただきたい。「どういう財政状況になれば保険

料率を引き下げるのか」、「協会けんぽの理念として、協会けんぽの全

国平均保険料率を他保険者と同等までもっていきたいという思いがあ

るのかどうか」、「10％が限界と言っているが、あげる可能性はあるの

か」 

 国は、国がつくった制度にもっと責任を持つべきです。協会けんぽに

任せ、協会けんぽに「どうするんだ」と言い、その割に協会けんぽの

自由が制限されている。将来の制度を設計しないままに、その場その

場で議論をしても結局は空すべりに終わってしまうのではないでしょ

うか。 

 保険料率を引き下げる際の基準を設ける必要があるように思います。

制度維持を大前提として、その点を集中的に議論しても良いのではな

いでしょうか。 

 3 年毎に保険料率を見直すようにすれば、少なくとも 3年は協会も事業

主も安定的に運営できます。支出超過となる年があるかもしれません

が、毎年上がる下がるを繰り返すより良いのではないでしょうか。 

 雇用保険の料率は頻繁に料率が上下しているようで、一定のルールが
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

 29 年度の積立金が 2兆円を超えると見込まれるなか、「どのような財

政状況になれば保険料率が引き下げられるのか？」に対し、ルール付

けを含めた見解を求める。と同時に、高齢者医療制度への支援の在り

方など構造的な制度・財政課題について、協会として改正への意見を

明らかにし、要請活動など実現に向け継続的な取り組みを行うべきで

ある。 

あって料率の変更をしているのではないだろうか。このルールを研究

して、健康保険料率の変更の際に参考にしてみてはどうでしょうか。 

 

島根 １０．１０％（１０．０９％） 

◆意見 

１．保険料率 

 平均保険料率１０％は許容限度であること及び協会けんぽ財政の赤字

構造体質の中で中長期的安定財政運営を目指すべきであるとの観点から、

平均保険料率を昨年同様１０％とすることはやむを得ないものと考える。 

しかしながら、問題点として、当支部のように医療体制等に起因して旧

来から構造的に医療費が高い支部は、平均保険料率よりも高止まってお

り、かつ、激変緩和措置の段階的解消をも踏まえれば、益々支部間保険料

率格差が拡大していく中で加入者の保険料負担が年々増加していくこと

が避けられず、また、こうした要因を背景として地元中小企業は近年の社

会保険料の高騰等により経営状況は厳しさを増してきている。 

こうした中小企業の現状及び「共助」精神の観点から、支部間保険料率

格差が拡大しないような施策を求めたい。     

 

２．激変緩和措置 

 本来、激変緩和措置は、地域間における医療格差の縮小を前提として解

消期間を設定すべきであり、「同一医療・同一保険料」の観点から公平感

の持てる制度運用とすべきである。したがって、地域医療格差縮小の実現

 

◇意見 

○毎年度保険料率が上がるようであれば、島根県のように経営的に脆弱な

企業が多いと保険料負担の影響は大きい。何らかの歯止めをかけていく仕

組みづくりを、国に働きかけるべきである。 

 

○日本の医療保険制度は、サービスの質、量に応じて保険料が決まる仕組

みであるので、サービスが向上すれば保険料も高くなる。企業経営の観点

からは、サービスの質、量の見直し等を検討する中で、保険料率の上昇を

抑える仕組みのほうが良いという考え方もある。国が制度をどうしていく

べきかを検討する必要がある。 

 

○保険料率が上昇していく中で、少しでも保険料率上昇を抑えるために加

入者に何ができるか、たとえば継続してジェネリック医薬品を使うと医療

費が下がることなど、効率的に保険制度を使えば医療費を抑えることがで

きることを加入者に啓発していくべきである。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

が見込める時点までは支部間保険料率格差が急激に広がらないよう、激変

緩和率の段階的解消（引上げ）及び期限延長が保険料率変更にあたって同

時進行していくようにすべきと考える。 

今後、上記状況を踏まえ、支部間保険料率格差が急激に拡大しないよう、

措置の再見直しを要請したい。 

岡山 １０．１５％（１０．１０％） 

◆意見 

平成 29 年度の都道府県単位保険料率の決定について、支部評議会の意

見を聴取したところ、左記意見のとおりでした。 

当職としましては、今後加入者及び事業主の皆様の理解を得るために

も、次のように意見を申し述べますので、本部でも十分に検討されますよ

う要望します。 

 

○平均保険料率 

昨年は 28 年度の平均保険料率の決定に当たり、諸般の事情により理

事長の 10％維持を判断されたことは、重く受け止めております。 

しかし、29 年度の平均保険料率の決定に当たっては、 

①1兆 7,400 億円と多額の準備金が積み上がっていること。また、29

年度末には準備金が 2兆円を超える見込みであること。 

②単年度収支でも、大幅な黒字が見込まれていること。 

③今後の収支予想においても大幅に準備金が積み上がる予想である

こと。 

これら状況を鑑みて、10％維持が前提となった議論ではなく、まず適

正かつ妥当な平均保険料率は何％なのか、引下げも可能ではないか、等

を前提とした議論がなされるべきものと思っています。 

また、昨年の各支部の要望事項のうち、中長期的に安定した保険財政

 

◇意見 

 準備金が積み上がり、被保険者１人当たり標準報酬月額も好転してき

ている状況を考えると、一旦下げるのも選択肢ではないか。 

 

 状況が良いときには料率を下げ、悪いときは料率を上げるというよう

に、変化があるべきだ。変化がなければ、医療費適正化の取組により

料率をもっと下げようというインセンティブが働かないように感じ

る。 

 

 事業所の給与支払担当者等の事務的な負担が増えることは懸念される

が、現状であれば一旦下げるべきではないだろうか。 

 

 財政的に余裕があるなら料率を下げる、反対に準備金残高が不足する

ならば上げるというように、柔軟に料率を変更することが大事ではな

いか。 

 

 医療費の適正化等がどれだけ料率に寄与するか疑問ではあるが、料率

を据え置いたままではなく変更になるということが、加入者への刺激

になり、重要なのではないか。 
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運営を前提とした適正な準備金残高のあり方等具体的な議論がなされ

ない中、10％維持が前提となった議論となり、10%維持が決定されたこ

とは残念です。 

協会として、中長期的に安定した保険財政運営をするための保有すべ

き準備金の水準が議論され、また、一定水準の準備金を確保した上で、

協会本来の保険財政運営の基本である単年度収支均衡の保険料率を基

本とする中期的な（３年程度の変更しない）保険料率も検討すべきと思

います。 

 

○激変緩和措置 

激変緩和措置は、「制度上計画的な解消が求められており、今後緩和

率が均等に拡大していくことについてはやむを得ない」と考えておりま

す。 

しかし、全国平均保険料率 10％が負担の限界といわれ、全国平均保

険料率 10％で維持されているにもかかわらず、現実には半分の支部が

保険料率 10％以上で、かつ激変緩和措置の拡大により料率は毎年上昇

しています。 

  多額の準備金、単年度収支の大幅黒字、今後の５年収支等を考慮した

上で、激変緩和の拡大により料率が引き上がる支部の保険料率が激変緩

和前の料率の水準を維持できるよう、全国平均保険料率の変更等の施策

も今後検討いただきたい。 

 

○加入者利益の実現 

 29 年度単年度収支予想において、大幅な余剰収支が見込まれる状況の

中で、それでも現行の全国平均保険料率 10％を維持しなければならない

場合は、今まで以上に「加入者の健康増進事業の強化」「健診補助額の引

 激変緩和措置の期限によるが、現状であれば激変緩和は段階的に解消

せざるを得ないと感じる。 

 

 激変緩和率については、料率の引上げに影響があまりない程度に、段

階的に変更するべきではないか。 

 

 激変緩和措置の拡大により更に差が生じることは看過できず、そもそ

も同じサービスで負担が異なるという都道府県別保険料率の仕組みそ

のものがおかしいのではないか。健康保険制度を維持できなくなるの

ではないかとの懸念を抱かざるを得ない。 
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き上げ」等、加入者利益の実現に資する前向きな施策を実施していただき

たい。 

例えば、健診補助額の引上げは、生活習慣病予防健診受診率の向上、加

入者の健診増進、将来の医療費の削減等、加入者・事業主双方への健康増

進のメリット、利益に繋がるものと考えます。 

広島 １０．０４％（１０．０４％） 

◆意見 

１．29 年度都道府県単位保険料率、激変緩和措置について 

不本意ながら了承します。 

しかし、運営委員会で準備金の活用方法（例えば、激変緩和解消の

ために活用する等）や準備金積み上げ限度額を設定するなどの議論は

深まっておらず、ただ単に「将来不安があるから引き下げない。」と

いう論理は、到底加入者・事業主の理解を得ることはできないと考え

ます。 

健康保険財政は単年度収支均衡が基本であり、それをベースに今後

の議論を進めていただくよう要望します。 

なお、運営委員会では「過去、状況の変化により、積み上がった準

備金は数年でマイナスになった。」と前例を引き合いに先延ばしする

議論に終始していますが、現状はそれを打破するために保険者機能の

強化が図られており、過去の延長線上の議論をするのであればインセ

ンティブの導入などもそぐわないと考えます。 

このままだと、評議会の存在意義が問われるばかりでなく、インセ

ンティブ導入の目的や「加入者および事業主の意見に基づく自主自律

の運営」との協会の基本コンセプトが損なわれ、支部評議員や加入

者・事業主へ「やっても無駄」という誤ったメッセージを送ることに

なりかねないことを非常に危惧します。 

 

◇意見 

・評議会の意見が反映されないと、評議会の存続意義がない。（被保険者代

表） 

・健保組合の保険料率は高くなっているようだが、共済の保険料率は、相

変わらず協会の保険料率より安い。収入の高い共済加入者よりも、収入の

低い協会けんぽ加入者が高い保険料を払う仕組み自体に矛盾を感じる。（被

保険者代表） 

・保険料の高い支部が、激変緩和の関係で更に高くなったと思うが、これ

以上上げて大丈夫なのか。限度がある。（被保険者代表） 

・予測を立てた数字と実際のデータ決算との比較を出して検証しなければ、

何とも言えない。早急に出して、運営委員会でも議論すべき。（事業主代表） 

・今回、保険料率が下がらないのであれば、これから長い目で見ると、も

う下がることは考えられないと思う。（事業主代表） 

・前々から意見を出しているように、できれば下げてほしいが、今回広島

の保険料率は据え置き見込みのため、了承する。（評議会意見） 
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２．保険料率の変更時期について 

4 月納付分からの改定が適当であると考えます。 

山口 １０．１１％（１０．１３％） 

◆意見 

平成２９年度山口支部保険料率１０．１１％について同意いたしま

す。 

均衡保険料率という立場から見れば、年度決算により保険料率を決

め、剰余金が出れば返却し（保険料率を下げる）、赤字になれば保険料

率を上げることは理論的には正しいことと考えます。しかし経営という

立場からみれば、準備金というものは想定外のリスクにもある程度対応

できるよう十分に積んでおくことが必要であり、評議会が平均保険料率

は１０％以上に上げない、あるいは極力長期にわたって維持してほしい

という考え方を一貫して持ち続けていることはひとつの見識でありま

す。またそうした状況下にあって、今回支部保険料率が０．０２％とわ

ずかながらでも下がるのは、協会発足後初めてのことであり、「保険料

率は下がることもある」という事実を加入者に報告できることで今後の

支部運営がより円滑に進むと思料します。 

激変緩和率については平均保険料率より高い支部でありながら、激変

緩和がある程度進んだ段階でゆでガエル現象に陥ることを避けるため

に、一挙に激変緩和を解消したいとする評議会の意見を個人的には良し

としますが、大多数の意見である解消時期に向けて均等に緩和を求めた

５．８／１０はやむを得ないものと考えます。 

 

◇意見 

【事業主代表】 

全体として収入の伸びを支出が上回る見込みで予断を許さない状況で

はあるものの、山口支部の料率引き下げには賛成であり一番の落としど

ころである。 

 

【議長（学識経験者）】 

事業主としてはこれ以上の料率上昇による負担増は限界にきていると

いう印象。（料率の上昇は）加入者個人としては小さい変化でも、それを

取りまとめる事業所は看過できない負担となる。その意味では今回の山

口支部の料率引き下げは評価できると考える。 

 

徳島 １０．１８％（１０．１８％） 

◆意見 

平成 29 年度の全国平均保険料率は平成 28 年度と同じ 10％に据え置き

 

◇意見 

被保険者代表：準備金が黒字であるならば、保険料率を下げてもらいたい。 
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となるとのことであり、徳島支部保険料率についても激変緩和率が 10 分

の 4.4 から 10分の 5.8 に引き上げられたとしても、平成 28 年度と同様に

10.18％に据え置かれることとなることについて、意見を申し上げます。 

徳島支部評議会の平成 29 年度保険料率の議論においては、中小企業の

労働者は賃金が上がらない状況が続いている中で、「保険料率は毎年上が

るもの」と思っている労働者に対し、一度でも保険料率が下がることで「光

が見たい」という加入者・事業主様の貴重なご意見をいただいております。 

しかしながら、資料により示されている 5年収支や高齢化により年々増

加する医療費、高額な新薬などを考慮するのであれば、安易に「準備金が

あり、黒字だから保険料を下げるべき」という考えで一時的に保険料を下

げたことにより、３～４年後に保険料が今以上に上がるということになれ

ば本末転倒であり、結果的に若い次世代に対する負担を掛けることになっ

てしまいます。 

当職といたしましては、決して激変緩和率が引き上げられたにもかかわ

らず保険料率が据え置かれたから満足しているのではありません。 

徳島支部の保険料率が全国平均保険料率の 10％を上回る 10.18％が「負

担の限界」であるということと、「2 兆円を超える準備金があるのになぜ

保険料率が下がらないのか？」という加入者・事業主様のご意見がありま

す。 

以上のことから、平成 29 年度以降につきましても現状の保険料率を維

持していただきますよう、強く要望いたします。 

被保険者代表：賃金が上がらない状況で、保険料率は毎年上がるものと思

っている労働者に対し、一度でも保険料率が下がることで

「光が見たい」と考える。 

学識経験者 ：前回の評議会で議論したとおり、保険料率を下げることで

数年後に保険料率が上昇するのであれば、現状維持が望ま

しい。 

学識経験者 ：協会けんぽの不安定な財政状況を考えると、保険料率を下

げるのは危険と思われる。 

事業主代表 ：高額な薬が使用されているため、準備金が黒字だからと言

って楽観視はできないので、保険料率は下げるべきではな

い。 

 

 

評議会の結論としては、本音を言えば保険料率を下げてもらいたいが、

下げたことにより、数年後に今以上に保険料率が上昇するのであれば、

下げずに現状維持するべきである。 

香川 １０．２４％（１０．１５％） 

◆意見 

１． 都道府県単位保険料率について 

 

「平均保険料率１０％を維持」すべきと考えます。 

 

◇意見 

都道府県単位保険料率について 

・保険料率を上げないということを決めた上で、どうしたらいいのかを医

者、患者を含めた国民全員で考えなくてはいけない。健康経営などの小手
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健康保険制度は、突然の病気やケガに対しても医療費を気にすること

なく、安心して治療を行ことができる大変重要な社会保障制度でありま

す。 

しかし、現在の健康保険制度を取り巻く環境は非常に厳しく、特に高

齢者医療関係への拠出金の増加は、健康保険制度そのものを揺るがしか

ねない、大変大きな問題であります。 

また、近年の、医療費と賃金の伸びを比べると、明らかに医療費が賃

金を上回っており、今後の医療の高度化や高額薬剤の開発など考える

と、この赤字構造はこれからも続くと予想されます。 

今は、準備金が積み上がっている状況にはありますが、このような構

造的問題が続く限り、近い将来、必ず保険料率を大幅に上げざるを得な

い事態になることが十分予想され、負担の限度を超えてしまう恐れがあ

ります。 

さらに、今後の経済状況についても、不確定要素が多いことなどを考

慮すると、準備金は、保険料率を少しでも長く安定させるための原資と

して使うべきと考えます。 

 

２． 激減緩和措置について 

 

 激変緩和措置は「緩やかに拡大」すべきと考えます。 

 

香川県の経済状況は、中央と比べてまだまだ低迷しており、協会けんぽ

の加入者をはじめ、多くの県民が大変苦労しています。 

また、保険料率の元になります都道府県別の医療費は、医療費を負担す

る保険者サイドの問題と言うよりは、長年地域で蓄積されてきた病床数、

先だけの議論ではなく、根本的な問題として、国として大きな方針を出し

た上で、議論を進めないとこれからも上がり続けていくのではないか。高

額な新薬は一切保険適用しないなど、そんな議論が必要ではないか。（事業

主代表） 

・10％を維持するためにどんな方法があるのかを、一つひとつ、企業であ

り、病院であり、科学者なりが、意見を出していくのがよいのではないか。

（事業主代表） 

・地域によって、保険料率が異なっているが、なぜ地域によって医療費が

異なるのかが、分析できていない中で保険料率をどうするかの議論は難し

くどうすることもできない。（学識経験者） 

・保険料率については、引き下げと維持と両意見があり、どちらの意見が

正しいということではないが、香川支部評議会としては、平均保険料率 10％

を維持するために最善を尽くしてほしい。（評議会意見） 

 

激変緩和措置について 

・激変緩和については昨年と同様に、できる限り緩やかにお願いしたい。（評

議会意見） 

 

保険料率の改定時期について 

・変更時期については、年度の初めである４月からで異論なし。（評議会意

見） 

 

その他 

・国民皆保険を維持していく中で、単に保険料率をどうするかだけの議論
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医師数など医療供給体制の影響が大きいと考えられます。 

このため、事業主や被保険者への保険料負担増大の影響は、出来るだけ

少なくすべきと考えており、激変緩和措置は緩やかに拡大すべきと考えて

おります。 

 

３． 保険料率の改定時期について 

 

平成２９年４月納付分からで問題ないと考えています。 

 

香川支部の場合は、保険料率が大幅に上がることから、少しでも早い広

報をお願いします。 

 

４． 高齢者医療保険制度について 

 

  協会けんぽの支出は、高齢者医療費関係に、約４割が拠出されており、

今後の高齢化の状況を考えると、拠出金は減ることはなく、ますます増

加するものと予想されます。 

  この負担の在り方を現行制度のまま放置していますと、近い将来保険

料率の大幅なアップは避けられず、保険料が払えない事業所や被保険者

が増加し、やがて健康保険制度の崩壊へとつながるのではないかと、大

変危惧しています。 

  現在の高齢者医療制度は、現役世代に過度の負担を強いることになっ

ており、加入者に納得して、保険料を負担いただくためには、公平な費

用負担を図る観点からの意見を今後も継続して発信すべきと考えてい

ます。 

だけではなく、今後、ＴＰＰなどの国際的な情勢もある中で制度としてど

うしていくかを議論すべきである。（加入者代表） 

 

愛媛 １０．１１％（１０．０３％）  
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◆意見 

 都道府県単位保険料率の変更について、支部評議会の意見を聴取したと

ころ、左記のとおりでした。 

 当職としましては、支部評議会の意見を踏まえ、単年度収支均衡の原則

はありながらも、中長期的に保険財政を安定させることが重要であり、平

均保険料率 10.00％を維持させることについては妥当だと考えます。 

 また、それにより算定された愛媛支部保険料率 10.11％についても、制

度上やむなしと考えますが、今回の評議員からの意見にもあるように、医

療水準や医療体制が医療費に与える影響は大きく、支部間でこれだけ差を

つけてよいものか、との疑問が拭えません。 

 さらには、保険料率決定までのプロセスについても、問題があると考え

ております。都道府県単位保険料率を変更しようとする場合は、理事長が

支部長の意見を聴いたうえで、運営委員会の議を経なければならないとな

っており、支部長意見の提出にあたっては、予め、評議会の意見を聴くこ

ととなっています。しかしながら、平均保険料率が決定された後において

は、機械的な計算で都道府県単位が決定されてしまうため、支部評議会で

都道府県単位保険料率を議論する段階においては、事実上結論ありきと言

わざるを得ません。その前の段階で評議員の意見を反映できるような仕組

みを構築するべきではないでしょうか。 

 

◇意見 

○学識経験者（引き上げ反対、都道府県単位保険料率そのものに反対） 

・平均保険料率を 10.00％としても、都道府県単位でみると限界といわれる

10.00％を超える。これでは歯止めになっていない。 

・医療費は新薬や医療水準・医療体制が大きく影響している。健康づくり

だけでは抑制のしようがないものを保険料に直結させるのは、制度的に

問題がある。都道府県単位で保険料率を決める方法そのものに反対であ

る。 

・本来は、生活保護も含めて社会政策、医療政策全体で考えないといけな

い。本当に医療費だけを保険料率にリンクさせるのが正しいやり方なの

か、単に数式だけを示されても納得し難い。 

 

○学識経験者（都道府県単位保険料率そのものに反対） 

・そもそも健康というのは、公平や平等が前提であり、都道府県単位で保

険料率を決めることに疑問がある。 

 

○事業主代表（引き上げ反対） 

・事業主の立場からいえば、払う賃金が上がっているうえに保険料も上が

るとなると、負担が大きい。 

 

○事業主代表（都道府県単位保険料率そのものに反対） 

・これだけ格差が広がっては、その都道府県だけでバランスを取るという

のは無理がある。 

 

○被保険者代表（引き上げ反対） 

・1 年で 0.08％も上げてしまうと、今後どれだけ上がっていくのか不安で
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ある。 

 

○被保険者代表（引き上げ反対） 

・この先どんどん上がると生活が困る。何とか 10.00％は死守してほしい。 

高知 １０．１８％ （１０．１０％） 

◆意見 

１、 平成 29 年度保険料率について 

まず、結論から述べておきたい。 

「平均保険料率の 10％据え置きには反対。引き下げるべきであ

る」。これは、支部評議会と同じ意見だ。 

保険料設定を考えるにあたって、さまざまな試算が示されてい

る。しかし、どれも決定的ではない。だからこそ悩ましい。 

なにを基準に考えるか。医療費の見込みや景気の動向をどう見

るかによって、大きく変わるが、最大の要因は準備金の残高では

ないか。 

 

保険料率は、発足当時の 8．2％からが 10％まで上がる一方だっ

た。中小零細業者が多い協会けんぽの加入者は、高い保険料率に

苦しみながらも、耐えてきた。その結果、準備金残高は 1 兆 3100

億円にもなった。 

ここで、一つの仮定を置く。仮に保険料率を 9.6％に、あるいは

9.7％に下げたとする。いずれも、少しずつ単年度収支は赤字には

なるものの、全体を底支えする準備金には、まだまだ余裕がある。

準備金残高という「果実」は、可能な限り、引き下げという形で

加入者に還元すべきだろう。間違いなく、下げられる環境にある。

しかし、下げないでは、「いくら丁寧に説明した」としても、加入

 

◇意見 

1. 平成 29 年度保険料率について 

本部運営委員会で小林理事長の方針が示されたが、高知支部評議会と

しては、第 3 回評議会時の意見（下欄に参考で記載）と変わらず、「平

均保険料率の据え置きには反対、保険料率は引き下げるべきである」と

考える。 

さらに第 3 回評議会時の意見に加えると、平均保険料率 10.00％が負

担の限界と言うが、現実には多くの支部がすでに 10％を超えている。

今後も格差が広がる支部にとっては年々痛みが増している。今の方針だ

と、高知支部はさらに上がり、10.18％になる。 

苦渋の決断がどこまでの痛みを意味しているのかが分からない。限界

と言うならば、激変緩和とセットで考えたうえで 10.00％を上限とすべ

きと考える。また、保険料率を引き上げて黒字収支となることは納得で

きないし、痛みが増すこととなる方々に対して、黒字で準備金が増えま

すという説明は、理解を得ることができないと考える。 

 

参考 第 3 回高知支部評議会時の意見 

・平均保険料率を 9.6％まで下げて、どのケースで試算しても 29 年度

の準備金は黒字なのだから、これで保険料率を下げないのはおかし

い。 

・準備金を減らしたくないと思いだけが先走っている感じがある。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

者の理解が得られるはずはない。 

ここまでの下げ幅ではないにしても、原則は単年度収支均衡予

算のはずである。ならば、収支プラスマイナスゼロ、9.8％台の設

定でもよくはないか。高い保険料率で、準備金を積み上げ、新た

に積み上げた分の 16.4％が削減される。現在の加入者に過重な負

担をかけ、積み上げることに、説得力はない。「将来の医療費増大

に備えて、現役世代にそれを負担させる」というのは、とんでも

ないお門違いであろう。 

 

また、すでに平均保険料率というくくり方自体が、意味がなく

なっている。実際には 20以上の支部がすでに 10％を超え、一方に

9％台もある。そして、激変緩和措置の関係で、一方は保険料が上

がり、一方は下がるなど、支部間格差は広がるばかりだ。国民皆

保険制度、弱者救済、共助の精神という制度の基本にも反するの

ではないか。 

試算では、高知支部も 10.10％から 10.18 に上昇する。 

百歩譲って、せめて激変緩和率での上昇分を含めて、前年と同

じ、あるいは本当の意味での平均 10％まで下げられないか。「料率

は下げるべきである」との結論でまとまった支部評議会だが、こ

れに追加する形で悲痛な意見が出たのも無理もない。 

据え置き方針について、説得力がないのも気になるところだ。 

「中長期的に安定した財政運営」、脆弱な財政構造、国庫補助な

どを挙げて、その理由としているが、この環境はずっと同じであ

る。それを否定する何ものでもないが、どこまで行けば安定なの

か、際限がない。 

バブル崩壊で、平成 9 年には準備金が枯渇する見通しになった

・高知支部としては昨年と同じ考え方で、保険料率を下げていくとい

う意見は当然だと思う。 

・試算を見ると、9.7％まで下げても問題ないし、財政力の脆弱性とい

っても仮に赤字になればまた保険料率を上げるのだから、あえて脆弱

性を前面に強調することが理解できない。 

 

2. 激変緩和率について 

 緩和率を解消するにしても保険料率とセットで考えたうえで、できる

だけ緩やかに解消すべきである。 

 

3. 保険料率の変更時期 

 4 月納付分からの変更で問題なし。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

ことを教訓にというが、当時とは経済状況も違っており、いつま

でトラウマにとらわれ、将来の不安要素としてそれを繰り返すの

か。 

準備金がどこまで積み上がれば、料率を下げるのか。法定準備

金の水準はどこに置くか。最も重要なことは、状況説明でなく、

具体的な数字を挙げて根拠を説明することだろう。上限やメド、

区切りなど数字的な説明がないまま、この繰り返しでは、加入者

は納得するどころか、不満はたまるばかりだろう。 

これまでの説明では、下げないことを前提の論議のような気も

する。下げられるときには下げ、上げるときには、その必要性を

説明すれば理解は得られるだろう。それが、加入者への強いメッ

セージになる。 

下げ幅の論議はあるにしても、とにかく一度は下げてみること

が不可欠だろう。10％据え置きだと、29 年度決算では準備金残高

がさらに積み上がって、2兆円を超えることが試算されている。こ

れをどう扱うか。今回と同じ説明を繰り返すのか、それとも下げ

るための具体的な論議が始まるのか、29 年度保険料率は本部方針

通りになるだろうが、30 年度の保険料率決定での論議が、大いに

注目されるところだ。 

 

２、 激変緩和措置について 

 本来、保険料率は全国一律であるべきだが、平成 32年 3月末ま

で、できるだけ緩やかに行うべきである。支部評議会と同じ意見

だが、だとしても毎年、保険料率が上がっていくことが悩ましい。 

加入者の負担は限界であり、そもそも支部ごとに保険料率に差

がある制度そのもののおかしさを指摘しておきたい。 
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 

３、 変更時期 

    4 月納付分からでよい。 

福岡 １０．１９％（１０．１０％） 

◆意見 

平成 29 年度の都道府県単位保険料率の決定について、支部評議会の意

見は右記のとおりです。 

 

評議会意見を踏まえた当職の意見は、次のとおりです。 

 

 平均保険料率 10.00%、激変緩和率 10分の 5.8 の前提で計算した平成 29

年度の福岡支部保険料率は 10.19%となり、平成 28 年度から 0.09 ポイン

トの引き上げとなります。 

 昨年度に引き続き、「平均保険料率を引き下げるか、維持するか」が主

な論点となり、両者の意見が拮抗している中で、様々な要素を勘案して平

均保険料率 10%を維持することとした理事長の判断については、尊重しま

す。 

昨年度、はじめて平均保険料率の引き下げが議論の俎上に上がり、各支

部評議会において引き下げ、維持と様々な意見がありましたが、昨年度と

比較しても議論の深化を感じております。 

とはいえ、各支部評議会の意見がそのまま反映されるわけではなく、評

議会で意見を挙げても徒労に終わるという印象を持っている評議員が一

定数いることも確かです。 

評議会における保険料率議論が有益なものとなるよう、来年度以降の保

険料率議論において以下の事項を要望いたします。 

 

 

◇意見 

 「平均保険料率 10%が負担の限界」との表現がされているが、平均より

も高い福岡支部では、毎年の激変緩和措置の計画的解消により年々負

担が増加している。激変緩和措置の引き上げと平均保険料率引き下げ

を同時に行うなど、今以上の負担増とならないような方法をとってい

ただきたい。 

 

 平成28年度、29年度と2年続けて平均保険料率を維持したことにより、

準備金残高は 2 兆円を超える見込みとなっている。将来の安定性とい

う視点もさることながら、加入者・事業主への還元という視点も必要

である。 

 

 保険料率の議論を行うにあたっては、国の財政状況や今後の医療費・

景気等をどう見込むかといった複雑な要因があり、支部評議会として

意見が出しにくい状況がある。 

支部評議会からの意見を求めるにあたっては、協会本部としての方針

とそれに至った背景や理由等の考え方を示したうえでその方針に対す

る意見を求める等、評議会からの意見が出しやすい環境整備を望む。 

 

 2 兆円もの準備金が積み上がる中で平均保険料率を維持する決定を行

ったこと、また福岡支部において大幅に保険料率が引きあがることの

背景・理由については、加入者・事業主が理解できるよう、分かりや
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 平均保険料率・激変緩和措置を決定する際の議論にあたっては、「協

会本部としての方針」を示したうえで、その方針に対して支部評議会

等の意見を求めること。 

 財政当局の動向等、外部環境要因についても可能な限り情報を開示

し、評議会において意見の出しやすい環境を整えること。 

 2 兆円超の準備金を保有することとなる見込みであるが、法定準備金

を大きく上回る準備金を保有することに対する厳しい見方もあるこ

とから、協会が保有すべき準備金の適正水準についても議論するこ

と。 

 福岡支部としては平均より高い保険料率となっており、激変緩和措置

の解消により年々負担が増加しているなか、「平均保険料率 10%が負

担の限界」、「保険料率を毎年変更することは混乱を招く」等の表現が

されている。実際には料率が引き上げとなる福岡支部の加入者・事業

主等に誤解を生む表現とならないよう、十分配慮いただきたい。 

すく丁寧に周知・広報を実施いただくよう要望する。 

 

 準備金について、法定準備金を大きく上回る、2兆円もの額を保有する

こととなったが、協会として準備金残高の適切な水準をある程度決め

ておくべきではないか。適切な水準を超える準備金については加入

者・事業主に還元すべきである。 

 

 今後、収入が大きく増えることは考えにくく、いかに医療費を適正化

していくかが大きな課題となる。医療費の適正化にあたっては、医療

提供側への働きかけをより積極的に行っていくべき。 

佐賀 １０．４７％（１０．３３％） 

◆意見 

保険料率算定の基礎となる医療費は、さまざまな要因により構成されて

いますが、その中でも地域の医療提供体制等が大きく影響することは周知

のとおりであり、佐賀県は協会設立以前から高医療地域に指定されていた

ところです。佐賀支部では、加入事業所等への啓発活動などを通じ医療費

適正化に向けて努力していますが、一保険者では解消できない大きな壁が

存在していることも事実です。 

 このたび平成 29 年度の平均保険料率について、2 期連続で大幅に準備

金が積みあがる中、10.00％を維持する本部方針が示されたことについて

は誠に遺憾であり、佐賀支部の保険料率が 10.47％へ引き上げられること

について容認できません。 

 

◇意見 

準備金残高が平成２７年度決算で１兆３千億円、平成２８年度末で１兆

７千億円を上回り、５年後の見通しにおいては当該年度末の準備金を更に

上回るとの試算が示されている中、本部方針が全国平均保険料率１０．０

０％維持となった結果については、誠に遺憾であります。 

 本来、支部別に保険料率を異ならせるというのは社会保険制度の相互扶

助の考え方からすると望ましくなく、また、保険料率そのものを支部の努

力で下げるためにはどのようにしたらよいかという佐賀支部評議会の意見

について、回答が得られないまま毎年保険料率が上がっていくことには納

得できません。 

現在の準備金が積み上がる財政状況の下で、佐賀支部評議会の総意とし
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支部名 支部長意見 評議会意見 

 これまでの平均保険料率の議論の中で「10.00％が負担の限界である」

とのフレーズをよく目にしますが、当支部においては、既に平成 24 年度

からその限界を超えており、今後も伸び幅の鈍化が見通せないことから、

評議会ではやり場のない怒りと無力感が満ち溢れておりました。 

 昨年から意見具申をしておりますが、益々拡大している支部間格差を縮

めるためにも、せめて黒字基調の財政状況の時は、現行保険料率を維持す

る方向で検討していただけなかったことが残念でなりません。評議会にお

きましても、支部間格差はどこまで広がっていくのかという疑問と大きな

不安の声が上がっていたことを付記します。 

 

●所要保険料率（激変緩和措置前）を比較すると（表 1）、協会が設立さ

れ都道府県単位保険料率が導入された平成 21 年度時点で、佐賀支部

（8.68％）と最低保険料率（7.68％）の支部との間には、既に 1ポイント

の開きが生じていていますが、平成 28年度の佐賀支部（10.70％）と最低

保険料率支部（9.53％）との差も 1.17 ポイントであり、8 年経過した現

在でも同様の差で推移しています。 

激変緩和措置を現在のペースで解消させた場合、平成 32 年度には佐賀

支部と最低保険料率支部との差は 1ポイント以上の格差になると思われ、

どこまで格差が拡大するのか不安感が増大しています。 

保険者努力による、医療費の地域差縮小に効果のある具体的な施策が明

らかになるまでは、所要保険料率の格差を 1ポイント以内にする等これ以

上格差を拡大させないような特例的な措置の検討をお願いします。 

 

●平成 29 年度の全国平均保険料率と佐賀支部保険料率における保険料額

の比較を行ったところ、（表 2）のとおりとなっています。前年度からの

上昇幅は小さくとも、中小零細企業が多い協会けんぽの加入事業所にとっ

て平成２９年度佐賀支部保険料率の１０．４７％への引き上げには反対で

あり、次の３点を要望いたします。 

 

 

１．平均保険料率の引き下げが可能な財政下で、２年連続で「維持」とな

ったことについて、示されている理由は納得できるものではなく決定

までのプロセスが不透明であると感じます。支部評議会の納得が得ら

れるような保険料率決定の仕組みの構築を早急に図っていただくこと

を引き続き要望します。 

 

２．保険料率については健康保険法第１６０条第３項、第５項に基づき単

年度収支を原則として、５年収支見通しの中で調整し設定していただ

きたい。 

 

３．激変緩和措置期限については、医療制度改革法により平成３６年３月

３１日までの間で政令で定める日とされ、現時点ではその期限は平成

３２年３月３１日までとなっておりますが、政令の早期改正を行うな

ど、できるだけ緩やかな解消が図られるよう引き続き要望します。 
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て、保険料負担が毎年増加し続けていくことは企業財務の弱体化につなが

り、加入事業所へ大きな打撃を与えることとなります。これは、激変緩和

措置の効果を受けた金額でありますが、今後、一気に解消に向かった際の

影響は計り知れないものがあると考えます。 

 つきましては、激変緩和措置についてはできるだけ緩やかな解消に向け

て検討をお願いします。 

（表 1）所要保険料率（激変緩和前）比較 

 佐賀支部 最低保険料率 料率差 

20 年度 8.20 8.20 0.00 

21 年度 8.68 7.68 1.00 

22 年度 9.78 8.79 0.99 

23 年度 9.98 8.93 1.05 

24 年度 10.57 9.41 1.16 

25 年度 10.67 9.54 1.13 

26 年度 10.77 9.56 1.21 

27 年度 10.64 9.52 1.12 

28 年度 10.70 9.53 1.17 

29 年度 10.75 9.50 1.25 

 

（表 2）佐賀支部保険料率と全国平均保険料率の保険料額比較 

 佐賀支部保険料率と全国平均保険料率の 

保険料額の差（円/年）（折半額） 

従業員 50 名 789,600（  394,800）  

従業員 100 名 1,579,200（  789,600）  

従業員 300 名 4,737,600（2,368,000）  

＊佐賀支部保険料率 10.47％、全国平均保険料率 10.00％、佐標準報酬月額 280,000 円で算出 
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長崎 １０．２２％（１０．１２％） 

◆意見 

支部評議員の保険料変更にかかる意見に基づき、支部保険料率の

10.22％への引き上げには反対いたします。 

 

加入者にとって保険料率 10％が負担の限界であることは長らく議論さ

れてきたとおりであるにも関わらず、長崎支部はすでに複数年、10％を大

きく超える負担に耐えております。 

地域の医療費が保険料に反映されているとは申しましても、その地域の

医療費には、保険者や加入者の努力だけでは解消できない地域性（離島等

の地理的条件・医療機関数・病床数等）の影響が大きく、事業主や加入者

の責めに帰すことのできない状況にあることはご理解いただけるものと

存じます。 

経済停滞が続いている長崎県においては、法定準備金が積みあがってい

るなか、結果的に支部保険料率が引き上げとなったことについて、加入者

の理解は到底得られない現状を切に訴えるものであります。 

  

 

（付帯意見） 

運営委員会の検討の中で、一部の試算について 10 年収支見通しが示さ

れたが、今後は複数年にわたるバランスを検討する際は最長 10 年とする

のかをお示しいただきたい。 

また、法定準備金について、どの位の水準で持てば安定的と言えるのか

を併せてお示しいただきたい。 

 

 

◇意見 

・準備金が積み上がっているのは、これまで保険料率を上げてきた結果

のものであり、国庫補助の減額等を考えても下げられる時には下げて

いくべきである。 

 

 ・保険料率が上がることは被保険者一人ひとりでみると小さな数字では

あるが、同額を負担する中小事業主にとっては大きな負担になる。評

議会の役割として我々は、加入者・事業主の負担をギリギリまで減ら

していくべきであり、その意見を本部に訴えるべきである。 

 

・平均保険料率が 10％で限界との意見が多くあるが、長崎支部は平成 24

年からすでに超えている。負担を減らすには平均保険料率を下げる以

外の選択肢はない。 

 

・結果的に準備金は積みあがっており、加入者・事業主の負担は限界で

ある。単年度収支均衡の原則から保険料率を引き下げられる時は、下

げるべきと考える。 

 

・病院の多さや、病床数の削減はすぐに出来ることではない。依然とし

て地域差は大きく、今後も保険料率の差は広がっていくと懸念される。

措置期限を延ばすなど地域差は小さな幅になるよう検討していただき

たい。  

 

 ・単年度収支均衡が原則でありながら、準備金残高が積みあがっている

中で保険料は上昇するということは、一般的には理解が得られにくい
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支部名 支部長意見 評議会意見 

と考える。長崎の経済が良くない中で保険料の引き上げには反対した

い。しかし中長期的に考えた場合は、今後いかに医療費を抑制してい

くかが大事になってくる。協会けんぽを通じて、健康活動や予防活動

を充実していくことが必要と考える。 

 

 ・少子高齢化の影響で、社会保障費全体が負担増となるのは確実であり、

全体的に抜本的な解決ができない限り難しい問題である。 

熊本 １０．１４％（１０．１０％） 

◆意見 

 熊本支部保険料率１０．１４％ 

 

 全国平均保険料率について、１０％を維持するとしたこと、激変緩和率

の拡大に関しては、長期的かつ計画的になだらかに引き上げる（５．８／

１０）としたことの結果、熊本支部の保険料率は１０．１４％（平成２８

年度比０．０４％引き上げ）となる。小職としては、保険料率の引下げ環

境が整い多くの引下げ意見がある中、応えるに至らなかったことについて

遺憾に思う。しかしながら総体的にみるに止むを得ないものと思考する。 

 中小企業の経営環境が厳しい中、これまでも度重なる保険料の引上げと

いう苦汁をなめてきた。その間財政の安定化に向け国庫補助増額要請を国

へ働きかけたこと等の結果、準備金も積み上がり当面の安堵と喜びを実感

するものの、中長期的視点において財政の赤字構造は変わらず、熊本支部

の評議会においても保険料率の引下げ論と安定的運用を志向すべきとの

両論の中で悩ましいものであった。 

評議会の意見を聞き、さらに運営委員会の議を経た意見書を受けた理事

長の苦渋の決定に至る背景にある通り、中長期的に安定的な財政運営を志

向するとした決断を概ね支持するものである。 

 

◇意見 

熊本支部保険料率の変更については、反対意見なく了承された。 

その他意見として、 

・年齢、所得調整共に保険者の努力だけではどうにかなるものではない。

また、医療提供体制の在り方も保険者の努力だけでは難しい。政策的な

発言を強化していくべき 

・10.0％が限界といいながら、当県は既に 10％を超えており、賃金の大

幅な伸びも望めず、高齢化は進み、医療費が減る要素が無い中、このま

までは今後破綻するのではと心配している。対症療法では限界と思って

おり、もっと抜本的に危機感を持って考え方を変えていくべき 等があ

った。 
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 ただし、熊本支部としては全国平均保険料率１０％据置に対し、現行と

比し０．０４％引上げざるを得ないことは事実で、さらに法令による激変

緩和率の全適用までこれからも引上げが見込まれる。平均保険料率とはあ

くまでも財政均衡の計算値で、引上げ支部と引下げ支部との支部間格差は

拡大するばかりで、負担の限界といわれている１０％をとっくに超えてい

る現実とのギャップの説明に極めて苦慮するものである。今後は、事業主、

加入者に対し、激変緩和措置が解消された先を見据えた広報を行うことが

必要と考える。   

保険料率設定の基本的考え方が医療費をベースにしている論理的考え

方は至極尤もなことであるが、加入者心理としては国民皆保険制度のも

と、負担の不公平感は拭い去れず何とも歯がゆいものがある。 

 医療費を抑制していく為に保険者、事業主、加入者ともに努力していか

ねばならないことが第一義であるが、その責めが保険者にすべて係るもの

でもなく、一方で地域医療構想議論の真っただ中、医療提供側の機能分化

の着地を見据えた公平公正な保険料率のあり方の検討を行っていく必要

がある。 

大分 １０．１７％（１０．０４％） 

◆意見 

 都道府県単位保険料率の決定については、左記の支部評議会の意見に基

づき、当職としての意見は、次のとおりとします。 

＜意見＞ 

２９年度都道府県単位保険料率は平均保険料率を１０％に維持するこ

とはやむを得ないと判断します。また激変緩和措置については均等に実施

していくことや、料率変更時期を４月納付分からとすることも適切である

と考えます。 

 

 

◇意見 

・平均保険料率１０％維持については賛成であるが、大分支部としては保

険料率が大きく引き上げられ、その影響は大きい。加入者の大幅な負担

増にもつながるため、年度ごとに大きく変動するのは望ましくない。 

 

・全国で最も高い支部は１０．４７％となっているが、もう負担の限界を

超えた料率になっていると感じる。激変緩和措置について、地域間格差

を縮小するよう見直しを考えてもよいのではないか。 
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＜現状維持とする理由＞ 

協会財政の赤字構造や料率設定を取り巻く諸環境における不確定要素

の度合い並びに十分高すぎるとまでは言えない準備金額等を勘案すると、

現状ただちに引き下げを行なわなければならない根拠は乏しいと感じて

います。また健保組合等も含めた保険者全体のバランスを考慮すると、現

状維持はやむを得ないと考えます。 

 

＜今後の対応に関する意見＞ 

料率の議論においては一定のルールが必要ではないかと感じています。

短期で考えるか中長期で考えるか時々の選択の問題であって良いとは思

えません。黒字であるから料率を下げなければならないことまで意味して

いないとのことのようですが、だからといって準備金に天井なしとする考

え方は世代間不均衡の問題もあり、単年度均衡原則の考え方や事業主負担

の考え方、税と保険料の問題、あるいは国庫負担の原則も含めて十分に議

論を尽くし協会としての見解を整理すべきだと考えます。加入者等負担者

の納得を得るためには、一定のルールに則して主張すべきで、恣意性を最

小限にとどめる必要を感じています。 

・準備金の積み上がりの上限について、どのように考えているかを示すべ

きである。これだけ料率の高い支部も出る中で、理解できない部分でも

ある。一定の積み上げは必要であるが、漠然と積み上がれば良いという

ものではないと考える。 

 

宮崎 ９．９７％（９．９５％） 

◆意見 

宮崎支部における平成２９年度平均保険料率の議論においては、準

備金が積み上がる中で、支部保険料率の引き下げにつながることへの

期待もありましたが、結果は支部保険料率の引き上げとなりました。 

 しかしながら、小職は、協会けんぽの財政状況は医療費の伸びが賃

金の伸びを上回る赤字構造に変わりはなく、ましてや不透明な経済情

勢の中、今後の被保険者数の伸び及び賃金の動向の予測が正確に見定

められない状況において、準備金残高が積み上がっている状況を捉え

 

◇意見 

○インセンティブ制度のように各支部の成果をもとに保険料率に差を

つけることになる。各支部の努力がどの程度医療費の抑制につながるか

数字的に見えにくい部分もあるが、宮崎支部でも実施している取り組み

を一層推進させる必要がある。 

 

○29 年度の収支見込みでは、法定準備金の約２．９カ月分に相当する準

備金が積み上がるということで、新たに積み上がった準備金の１６．
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て引き下げの判断をすべきではなく、中長期的に安定した財政基盤の

実現をしていくには、現在の平均保険料率を維持すべきだとの考えに

及びました。よって宮崎支部の平成２９年度保険料率が９．９７％と

なることは妥当なものと考えます。 

 なお、激変緩和措置につきましては、全国一律の保険料率から都道

府県ごとの保険料率へ移行する趣旨により計画的に解消すべきである

と考えます。 

 当支部における医療費は、高齢化及び医療の高度化等により想像以

上のスピードで増加しているものと思われます。この状況を重く受け

止め、将来にわたり制度を維持し、加入者及び事業主の利益を実現す

るために、健康寿命の延伸に資するデータヘルス計画に基づいた保健

事業の実施及び健康経営を推進し、医療費の適正化においても支部を

挙げて取り組む所存であります。 

４％相当は次年度の国庫補助から削減されることになっている。国庫補

助率は当分の間は１６．４％だが、国庫補助の削減により１６．４％を

下回る状況にあるのではないかという懸念がある。最低でも国庫補助率

１６．４％は守っていくこと。 

 

○減額された形で国庫補助を受けることになるが、１６．４％を下回る

ことがないよう発信していくこと。 

 

鹿児島 １０．１３％（１０．０６％） 

◆意見 

 平成 29 年度の健康保険料率について、鹿児島支部は 10.06％から

10.13％へ大幅な引き上げとなる見込みであり、事業主並びに加入者の皆

様に多大な負担を強いることを誠に遺憾に存じます。 

 しかしながら、現状の都道府県単位保険料率の制度上、容認せざる他選

択肢がないのが現実であります。 

 また、次の意見を付帯いたしますので、今後、本部において十分検討し

ていただくよう要望いたします。 

 

〈付帯意見〉 

 保険料率が毎年変更また年々増加していくのは健康保険制度に対する

信頼を損ないかねなく、将来にわたり持続可能な制度と言い難い状況で

 

◇意見 

・保険料率について、意見しても反映されず決定されていくものであれば、

評議会で議論することに意味があるのか。 

 

・前提条件を置かないと長期見通しはつけられないが、賃金の伸びや医療

費の伸びなど 10 年先がどうなるのか全く分からない中で、下げられるとき

は下げるということも必要。 

 

・準備金積立がどれだけあれば安定するのか示して欲しい。 

 

・保険料率の変更時期について、毎年議論するのではなく、5年に 1回議論

するとか、事業所としても運営上決まっていたほうがよい。そろそろ 4 月
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す。 

 特に事業主や被保険者に対しては、料率変更に際し十分な説明を行い、

ご理解を求めていくことが大事だと思われますが、黒字収支が続いている

にもかかわらず、平均保険料率が変わらない中での支部保険料率の大幅な

引き上げは、厳しい状況の中小企業の事業主や加入者の方々に理解してい

ただくことがなかなか難しい現状であります。 

 保健事業や医療費適正化に関する取組の多くが、すぐに効果が見えるも

のばかりではないため、中長期的な視点に立った財政運営が必要と思われ

ます。 

 また、病床数割合や離島など医療提供体制には大きな地域差があり、地

域の特殊事情が調整されない限り、保険料率の高い支部、低い支部は固定

化され、ますます差が開く一方であると思われます。 

 保険者（支払側）として急速な少子高齢化や医療技術の進歩等を考えま

すと、医師会等との協定、連携重視は大事なことですが、そればかりでは

なく診療報酬の改定、高齢者医療制度等、制度的な問題に対して広く意見

発信すべきと考えます。 

で結論を出すべき。 

 

・保険料率 10％が負担の限界ということであれば、最高保険料率の支部が

10％であるべきで、すでに 10％を超えている支部はどうなるのか。 

 

・評議会で毎年同じようなことを議論しても仕方ない、急速な高齢化・高

度先進医療などを考えれば財政がもたなくなってくる、窓口負担の見直し

など構造的な改革が必要ではないか。 

 

沖縄 ９．９５％（９．８７％） 

◆意見 

 運営委員会の議を経て算出された支部保険料率は妥当であると考える。 

 なお、準備金について残高が積み上がっているこれまでの経過を鑑みれ

ば、①システムの抜本的な改修、②協会の将来を見据えた人材育成、③健

診費用の助成など加入者サービスへの充実などに活用し、医療保険事業等

に効果的に投資していただきたい。 

 当支部としても、インセンティブ制度を意識した取り組み、地域医療構

想への積極的な関わりなどにより、加入者の健康増進及び医療費適正化を

図る所存である。 

 

◇意見 

○今後、高額な薬や治療などにより医療費が増加することを想定すると、

法律で定める額以上に準備金が積み上がる状況にあっても、すぐに保険

料率を引き下げるのではなく平均保険料率 10％を維持する方向が良い。

また、それに基づく平成 29 年度沖縄支部保険料率について承認する。 

 

 


